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第4回次世代育成支援のた  
めの新たな制度体系の設計  
に関する保育事業者検討会  資料1  

平成20年11月17日   

すべての子育て家庭に対する支援の仕組みについて   



児童が育つ場所  就学前  

○就学前児童が日中育てられている場所を年齢別に見ると、以下のとおり。  

弓手某所内保育施設  

■保育ママ  

ロ幼稚園  

国家庭等  

田ベビーホテル  

田認可外保育施設  

（その他）   

□保育所  

3歳児  4歳以上児  
出典）就学前児童数：平成19年人口推計年報【総務省統計局（平成19年10月＝］現在）】  
幼稚園就園児童数：学校基本調査（速報）【文部科学省（平成20年5月1日現在）】  
保育所利用児童数：福祉行政報告例（概数）【厚生労働省（平成20年4月1日現在）】  
認可外保育施設、ベビーホテル：厚生労働省保育課調べ  

保育ママ、事業所内保育施設：厚生労働省保育課調べの年齢計の入所児童数を按分した数値  
家庭等：就学前児童数と各施設入所児童数総計との差  

2歳児  1歳児  0歳児  
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小学生が学校外で過ごす主な場所等  

○小学生が学校外で過ごす主な場所等については、以下のとおり。  

小学1年  小学2年  小学3年  小学4年  小学5年  小学6年  

資料：各学年別の児童総数：文部科学省「平成20年度学校基本調査速報（平成20年5月1日現在）」（平成20年8月8日）  
学習塾・ならいごとに関する児童の割合：文部科学省「子どもの学校外での学習活動に関する実態調査報告」（平成20年8月8日）  
放課後児童クラブ学年別登録児童数：厚生労働省「平成20年5月1日現在 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の実施状況について」（平成20年10月16日）  

※注：小学4年における放課後児童クラブ登録児童の割合については、小学4年以上他の登録児童数を小学4年の児童数で除した割合。  
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子育ての負担感  

○専業主婦家庭の方が、子育ての負担が大きいと感じる者の割合が高い。  
○負担感の内容を見ると、「自由な時間が持てない」「身体の疲れ」「気が休まらない」が上位を占める。  

第ト2－35国 子育ての負担感の状況  

女性の子育ての負担感   

0％   20％   40％   60％   80％  100％  
夫婦で楽しむ  
椅随がない   

子育てで  
出費がかさむ  

日用せないので  
気相まらない   

片親のみ就労等  
子育てによる  
身体の疲れが凱、   

自分の自由在  
醗澗が持てない  

（資料）（財）こども未来財団「平成12年度子育てに関する  

意識調査事業調査報告書」（平成13年3月）  
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汀：l．〕軸よ、共働き雫轟の母乳専業欄の数附加郎喝したもげごある日   



子育ての孤立感  

○ 孤立感を解消するために求められているのは、「育児から解放されて気分転換する時間」、「話せる相手」  ○ 子育てに関する孤立感を感じる母親の割合は高い（特に専業主婦）。  
「相談できる相手」、「パートナーの子育ての関わり」等が上位を占めている。  
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（資料）財団法人こども未来財団「平成18年慶 子育てに関する意識調査報告書」（平成19年2月）  
4   



次世代育成支援に関係する制度の現状  



各種の子育て支援事業の制度的な位置付け  
○市町村による各種の子育て支援事業の実施については、保育のような実施義務はなく、  

にとどまっている。  
提供 な実施に向けた措置の努力義務 ○また、市町村に対し、各種の子育て支援事業に関する情報、相談・助言、コーディネートの義務が  

かかっている。  

◎ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）  
（市町村の責務）  

第21条の8 市町村は、次条に規定する子育て支援事業に係る福祉サービスその他地域の実情に応じたきめ細かな福祉サービスが   
積極的に提供され、保護者が、その児童及び保護者の心身の状況、これらの者の置かれている環境その他の状況に応じて、当   
該児童を養育するために最も適切な支援が総合的に受けられるように、福祉サービスを提供する者又はこれに参画する者の活動   
の連携及び調整を図るようにすることその他の地域の実情に応じた体制の整備に努めなければならない。  

第21条の9 市町村は、児童の健全な育成に資するため、その区域内において、放課後児童健全育成事業及び子育て短期支援事   
業並びに次に掲げる事業であって主務省令で定めるもの（以下「子育て支援事業」という。）が着実に実施されるよう、必要な措置   
の実施に努めなければならない。   

一 児童及びその保護者又はその他の者の居宅において保護者の児童の養育を支援する事業   

二 保育所その他の施設において保護者の児童の養育を支援する事業   
三 地域の児童の養育に関する各般の問題につき、保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行う事業   

（市町村の情報提供等）  

第21条の11市町村は、子育て支援事業に閲し必要な情報の提供を行うとともに、保護者から求めがあったときは、当該保護者の  
希望、その児童の養育の状況、当該児童に必要な支援の内容その他の事情を勘案し、当該保護者が最も適切な子育て支援事業   
の利用ができるよう、相談に応じ、必要な助言を行うものとする。  
②市町村は、前項の助言を受けた保護者から求めがあった場合には、必要に応じて、子育て支援事業の利用についてあつせん又  
は調整を行うとともに、子育て支援事業を行う者に対し、当該保護者の利用の要請を行うものとする。  
③ 市町村は、第一項の情報の提供、相談及び助言並びに前項のあつせん、調整及び要請の事務を当該市町村以外の者に委託   
することができる。  

④ 子育て支援事業を行う者は、前二項の規定により行われるあつせん、調整及び要請に対し、できる限り協力しなければならない。  
※国会へ再提出予定の「児童福祉法等の一部を改正する法律案」においては、第21条の9について、子育て支援事業の例示に、乳児家庭全戸   

訪問事業、養育支援訪問事業、地域子育て支援拠点事業及び一時預かり事業を追加する改正が盛り込まれている。  
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各種の子育て支援事業に対する財政措置  
○市町村の各種子育て支援事業に対する財政措置は、主として「次世代育成支援対策交付金」（ソフト交付金）  
と、「児童育成事業費」により行われている。  

次世代育成支援対策交付金（ソフト交付金）   児童育成事業費   

（1）制度概要  ○ 市町村が地域行動計画に基づき策定した毎年度  ○ 市町村等が行うー走の事業に対し、児童手当制  

の事業計画に対し、一定の算定基準に基づいた額   度における事業主拠出金を財源として、 とに  
を国が補助するもの。  定められた一定額を国が補助するもの。  
○具体的には、事業量と児童人口等により、各年度  ※児童手当の支給に支障がない範囲内において  
の国産予算額を配分。  
※事業毎に一定額が補助される仕組みではない。  

実施。   

（2）対象事業   ・乳児全戸家庭訪問事業   ・放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）  

・養育支援家庭訪問事業   ・病児■病後児保育事業  

・ファミリー・サポートセンター事業   ・家庭的保育事業  

・子育て短期支援事業（シ］－トスティ寸ワイライトステイ）   ・認可化移行促進事業  

・延長保育促進事業   ・休日・夜間保育事業  

・子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業   ・特定保育事業  

・地域における仕事と生活の調和推進事業   ・一時保育（一時預かり）事業  

■ へき地保育所事業   ・地域子育て支援拠点事業  

■ 家庭支援推進保育事業   ■ 民間児童鋸活動事業  

・その他事業（※地域の創意工夫を活かした事業）   等   

（3）財源   国1／2、市町村1／2   事業主1／3、都道府県1／3、市町村1／3   

7  



（参考）他の社会保障制度における市町村事業の仕組み  

介護保険制度   障害者自立支援法   次世代育成支援  

〔地域支援事業〕   〔地域生活支援事業〕   〔次世代育成支援対策交付金〕  

（事業内容）   （事業内容）   （事業内容）  

市町村において実施する以下の事業   市町村において実施する以下の事業   市町村において実施する以下の事業  
1．必須事業   1．必須事業   （※必須事業 

（D相談支援事業  
はなく、すべて任意。）  

（D介護予防事業  
②包括的支援事業（介護予防ケアマネジ  ②コミュニケーション支援事業  ・乳児全戸家庭訪問事業  

メント事業、総合相談支援業務、権利擁護   ③日常生活用具給付等事業   
業務、包括的・継続的ケアマネジメント業  

・養育支援家庭訪問事業  

務）  

④移動支援事業   ・ファミリー・サポート・センター事業  

2．任意事業  
⑤地域活動支援センター機能強化事業  ・子育て短期支援事業（シ］－トステイ・  

①介護給付費等費用適正化事業   2．任意事業  トワイライトステイ）  

②家族介護支援事業  福祉ホーム事業などのメニュー事業のほ  ・延長保育促進事業  等  

（aその他の事業（※各自治体の 治体の創意工夫による事業実施  ・その他事業（※各自治体の創意  
工夫による事業実施が可能）  か、各自  工夫による事業実施が可能∩）  

（財政支援・財源構成）  

（財政支援・財源構成）  
（財政支援・財源構成）  

地域生活支援事業の実施に必要な費用  市町村が地域行動計画に基づき策  
地域支援事業の実施に必要な着用につい   

て、上限恕（ 
定した毎年度の事業計画に対し、ニ定  

※）の範．匪内において、以下の  の算定基準 

財源構成 
に基づいた額を国が補助  

により、関係者 が負担。  
具体的には、事業実績と人口による基準  するもの。  

※当該市町村の介護給付費の3％以内   
により、各年度の国庫予貨額を配分  具体的には、事業号と児童人口等に  

介t響予防塞圭 」   括的支緩事業・任意雫層  より、各年度の国庫予算額を配分。  

【財源構成】  【財源欄成】  
（国：1／2、都道府県：1／4、市町村：1／4）  ※ 事業毎に一定額が補助される仕  

組みではない。  

※なお、市町村による事業のほか、  （国：1／2、市町村：1／2）   1号 ∴19％，、  市町村  20． 市町5 2，5％  都道府県による事業（専門性の高い  

※「1号」‥・65歳以上の保険料  支援事業や研修事業等）あ 
※「2号」…40′・■64歳の保険料  

り。  
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各種子育て支援事業の取組の現状  
《事 業 内 容》  《19年度実績》  《地域における箇所数》  

全市区町村の  
58．2％  

生後4か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援  
に関する情報提供や養育環境等の把握を行うもの。  1，063市区町村 （平成19年度交付決定へ■－ス）   訪

 
問
 
支
 
援
 
 

全市区町村の   

42．9％  

養育支援が必要な家庭に対して、訪問による育児・家事の援助や  
技術指導等を行うもの。  

784市区町村  
（平成19年度交付決定へ●－ス）  

1小学校区当たり   

0．20か所  
地域において子育て親子の交流の促進、子育て等に関する相談・  
援助等を行うもの。  

親
や
子
の
集
う
場
 
 

4，409か所  
（平成19年度交付決定へ●－ス）   

4，718か所  
（公営3，125か所、   

民営1．593か所）  

（平成18年10月現在）  

児童に対する遊びを通じた集団的・個別的指導、放課後児童の育  
成・指導、母親クラブ等の地域組織活動の育成、年長児童の育  
成・指導、子育て家庭への相談等。  

1小学校区当たり   

0．21か所  

1小学校区当たり   

0．32か所  
保護者の疾病、育児等に伴う心理的・肉体的負担の解消等による  
緊急・一時的な保育サービスを提供するもの。  

一 時 預 か り  
（一時保育）事業  

7，214か所  
（平成19年度交付決定へ■－ス）  

短 期 入 所  
生 活 援 助  
（ショートステイ）  

事  業  

保護者が、疾病・疲労など身体上t精神上■環境上の理由により児童の  

養育が困難となった場合等に、児童養護施設など保護を適切に行うこと  

ができる施設において養育・保護を行う（原則として7日以内）。  

1市区町村当たり   

0．32か所  
584か所  

（平成19年度交付決定へ●－ス）  

保護者が、仕事その他の理由により、平日の夜間又は休日に不在となり  
児童の養育が困難となった場合等の緊急の場合に、児童養護施設など  
保護を適切に行うことができる施設において児童を預かるもの。宿泊可。  

夜間養護等  
（トワイライトステイ）  

事  業  

1市区町村当たり   

0．16か所  
301か所  

（平成19年度交付決定へ●－ス）  

児童の預かり等の援助を受けることを希望する者（利用会員）と、  
援助を行うことを希望する者（提供会員）との相互援助活動に関す  

る連絡・調整を実施するもの。  

フ ァ ミリ ー・  

サ ポ ー  ト・  

セ ンタ ー事業  

1市区町村当たり   

0．30か所  
540か所  

（平成19年度交付決定へ●－ス）  

注：市区町村の総数は1，827（平成19年4月1日現在）。小学校区としての国公立小学校数は22，270（文部科学省「平成20年度学校基本調査（速報）」（平成20年5月1日現在）。   



各種の子育て支援事業の都道府県別・取組状況①  
（平成19年度「生後4か月までの全戸訪問事業」及び「育児支援家庭訪問事業」）  

生後4か月までの全戸訪問事業  
育児支援家庭訪問事業  

生後4か月までの全戸訪問事業  

（こんにちは赤ちゃん事業）  （こんにちは赤ちやん事業）  
育児支援家庭訪問事業  

実施市区町村数   ノ奏施卑   実施市区町村数   烏施率  実施市区町村数   兵施ぎ1   実施市区町村数   兵施勘   

北 海 道   103   70   ／38．9％て  滋 賀 県   18   J69．2％1   13   ∫50．0％1   

青 森 県   19   ∫ 47．5％ ミ   ／27．5％1  京 都 府   16   14   ∫ 53．8％ ミ   

岩 手 県   30   85．7％ ミ   20   57．1％ i  大 阪 府   18   ∫ 41．9％   31   ∫ 72．1％   

宮 城 県   35   97．2％ も   31   86．1％  兵 庫 県   28   68．3％   23   ≠ 56．1％   

15   秋 田 県   13   4   16，0％  奈 良 県   16   41．0％  38．5％   

6   山 形 県   28   80．0％   20   57．1％  和 歌 山 県   10   33．3％  20．0％   

福 島 県   26   43．3％   14   23．3％  鳥 取 県   15   78．9％   3   15．8％   

茨 城 県   24   54．5％   20   45．5％   島 根 県   17   81．0％   52．4％   

栃 木 県   18   58．1％   17   54．8％   岡 山 県   17   63．0％   16   59．3％   

群 馬 県   26．   68．4％   15   39．5％   広 島 県   18   78．3％   47．8％   

埼 玉 県   27   38．6％   25   35．7％   山 口 県   14   63．6％   10   45．5％   

千 葉 県   27   48．2％   15   26．8％   徳 島 県   12   50．0％   9   37．5％   

6   東 京 都   27   43．5％  姜   42   67．7％   香 川 県   10   58．8％  35．3％   

神 奈 川 県   12   36．4％   15   45．5％   媛 県   7   35，0％   5   25．0％   

新 潟 県   25   71．4％   16   45．7％   高 知 県   19   54．3％   31．4％   

富 山 県   73．3％   4   26．7％   福 岡 県   31   47．0％   31   47．0％   

石 川 県   19   100．0％   19   100．0％  佐 賀 県   19   82．6％   8   34．8％   

福 井 県   14   82．4％   6   35．3％  長 崎 県   21   91．3％   16   69．6％   

山 梨 県   20   71．4％   19   67．9％  熊 本 県   29   60．4％   13   27．1一％   

長 野 県   47   58．0％   28   34．6％  大 分 県   61．1％   9   

岐 阜 県   21   50．0％ ～   15   35．7％  宮 崎 県   10   5   16．7％   

静 岡 県   30   も 71．4％ ∫   18   ミ 42．9％ ∫  鹿 児 島 県   23   て 46月％ ～   10   ミ 20．4％ ∫   

愛 知 県   29   35   

三 重 県   20   169．0％／   12   

●．●ノ  

※ 各都道府県には政令指定都市・中核市を含む。  

※ 平成19年度次世代育成支援対策交付金交付決定ベース  
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各種の子育て支援事業の都道府県別一取組状況②  

（一時預かり）  

実施割合（％）  
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鳥
取
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北青岩宮秋山福茨栃群埼千乗神新富石福山長岐静愛三滋京大兵棄和  
海森手城田形烏城木馬玉葉京葉潟山川井梨野阜岡知圭賀都阪庫良歌  
道県県県県県県県県県県県都川 県県県県県県県県県県県府府県県山  

県  県  
＊1実施割合は、－一時保育実施保育所数（総数）に占める各都道府県の一時保育実施保育所数の割合である。（平成19年度交付決定ベース）  
＊2都道府県の実施割合は、その区域内の政令指定都市、中核市に係る実施割合を含んだものである。  
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各種の子育て支援事業の都道府県別一取組状況③  

招咲咲 咲咲吐喋喋喋吐吐咲毒蛾咲咲喋吐吐咲咲吐咲咲吐僅僅咲吐咲吐吐咲咲吐嗅咲咲吐咲咲咲 吐咲咲咲吐囲  

購條小繋正 毅亜繋≠岬出潮條≡喋∃≡♯献翫叫匡景 ㈱騨最良せ咄∃鼻要∃亜 口亜≡璧辰匿都督せ金堂亜璧朝  

章  
宗伽：粥【餌1義 ∃煙鮮度祐畢卜僻割に振囲悼煙∃峨彗添削 川 東峠《叫く離裔唯噛匿唱∃塵抑制姫煙世噂檻《柾禦条                                           岸                       嘩  

※各都道府県の乳幼児人口（0～4歳）については平成17年国政調査による。  
※地域子育て支援拠点箇所数については、平成19年度交付決定ベース。  
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各種の子育て支援事業の都道府県別・取組状況③  

（ファミリーサポート・センター事業）  
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※各都道府県の市町村数（特別区含む）に対するファミリー・サポートセンター箇所数をグラフ化したもの。  
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各種子育て支援サービス・制度の利用状況  

○各種子育て支援サービス・制度の利用状況を見ると、どれも利用したことがない家庭が半数近くを占める。  

○利用したことがある制度－サービス（1歳以上の子どもをもつ初婚どうし夫婦）   
r％ノ  

¢  5   †¢   †5   20   25   3¢   35   40   45   50  

‥：∴ 
・・  

産前・産後休業制度  

爛壊  

育児休業制度  

公立の認可保育所  

頑  
私立の認可保育所  

認可外保育施設・認証保育所  

育児時間制虔・  

短時間勤務制度  

企業内保育所  

保育ママ・ぺど－シッターなど  

（資料）社会保障・人口問題研究所「第13回出生動向基本調査」における子どもの出生年が2001年以降の夫婦に係る数値を基に作成。  
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各自治体における多様な取組み（事例）①  
○各自治体においては、次世代育成支援対策交付金（ソフト交付金）や児童育成事業費によるメニュー事業の  
ほか、多種多様な取組がなされている。  

事業名   取組  事業概要   

自冶体  

協定家庭による  斬布区  （1）病気や出産のため入院、ほ溜族の病気の介護、（3）冠婚葬   

子どもショートステ  祭、（4〉事故や災害∴5）そのほか、寄庭で養育できない事情がで   

イ事業  きた場合、0急から小学校6年生までの子どもをショートステイ憾  

力家庭で預かる（1日3000円、減免あり∴   

すみすみ子育て  福井蒋  NPO法人やシル′ト人材センターなどが行う、一時預かりや家事   

サポート事業  支援等の利用料を助成。（櫻車利用料1時間350円）   

子育て応援券   杉並区  就学前の子どものいる家庭に、一時保育や組子コンサートなど、  

地域の子帝て支援サービスに利用できる券を配仇   

子音でファミリー  

世帯居住支援   

大阪市  

他   

子育て世帯に適し  愛餌県  子育て世帯に遺した住吉し、の基本的な考え方を県民・事業者にガ   

た住宅・住環境ガ  イドラインとして提示。   

イドライン  

子育て支援マンシ  土日庄  区内に供給される、ソフトリ＼－ドの両面で子焉てに配慮されたマ   

ヨン認定制鹿  ンションを認定・支援することにより、子育てLやすい居住環境を  

整備山   

高齢者世帯と子  積腐市  高齢者住み替え相鉄、子育て世帯への転貸支援、高齢者向け饅   

育て世帯の住膏  良賃貸住宅の供給を一体的に実施。   

えモデル事業  

道営であえ－る  北鵜遠  道営住宅について、子育て支援仕様の佳空間、子裔て支援サー  

ビスを一体的に整備。子どもの年齢に基づく掴限付き入居を導  

入。   

事業名   取組  事業概要   

≡▲il  

地域在宅子育て  港区  妊娠時からのーかかりつけ保育臥馴鹿。一時保育体臥 各種育   

支援制度ーみなと  児持崩への参加、看護臥栄養士、保育士による育児相談、保   

つ子」  音調の行事への参加、「保萬周であそばう」への参加、毎月の  

お便り送付などがある“   

マイ保育偲登鋸  石山月縛  妊娠中から出産後の育児不安を解消するために、身近な保育所   

事芙   内市町  で育児教室や育児相談を受けることができる軌隠．保育所は登録  

封   ヨ帥こなっており、rマイ保育阻利用券Jを使って平日午前半日保育  

を無料で3国交けることができる。   

マイ保育園みんな  石川県  子育てコーディネーターを配置し、r子育て支援フラン」を作成す   

で子育て応援事  る望これは、介損保険のケアプランの育児版のようなもので、継続   

業  的・計画的な保召サービスの利用を促し．育児不安を解消し、子ど  

もの発達を支援するものこ．   

派遥型一時保脅  港区  保護害の傷病、入院等により．一時的に保育が必要となる子ども   

事蔓  の自宅に保育者雀派遣して保育を行うリー時保育の他、病後児保  

脅、新生児保育もあり。   

派遣型保肖サー  七曜市  市に保育ママとして登録されている子育て経験者が、子どもを預   

ビス  かる派遣型保眉サービスリ川産撞の母挽の身の回りの世話や新  

生児の世話く産後・安心ヘルパー派遣サービス〉、（2）病気の回復  

糊にある子どもの一時預かり（病後児童在宅保育サービス）、（3）  

保護者が病気の時や冠婚葬祭の時などの子どもの一時預かリ  

■こ訪問型一時保杏サービス）が含まれる。保育の実施場所は、保  

育ママの自宅もしくは子どもの自宅リ  
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各自治体における多様な取組み（事例）②  
事業名   取組  事業概要   

自治体  

r子ども条例」制定に向け  望見市   子どもの権利を保障し、社会全体て子どもの自ちを支え合う   

た子どもの参画  地域社会を実現することを目的に制定b検討過程で、公募  

子ども委員、地域子ども会議事こ26中学校匡）、3回のバブリッ  

クコメントなどを実施レ   

子ども部会の討蓋割こよる  北海道   子どもの未来づくり審議会（子どもの未来づくりのための少   

知事への提案  子化対策推進条例に基づく設置二lの子ども部会で特定のテ  

－マをもとに検討し、知事に提案、，   

子どもを虐待から守る条  三雲県 他   条例に基づき、子台て支援指針、早期発見対応指針、保護   

例  支援指針を鉱産し、未然防止・早期発見・回復・再構築の支  

援を図る． 

みえ次世代督成応援ネッ  二手県   三重県の企箕と地域の同体が連携して、子育てに侵しい地   

トワーク  域社会づくりに取り組む地域密着聖子語て応援ネットワー  

ク．：マッチンゲ機能、企画の支援などを実施， 

子菖てネットの運営・マッ  三鷹市 他   様々な子育て情報や子爵て相談を行うサイトの運営や、乳   

フづくリ  幼児のいる子舎て家庭を対象にした市内まちあるきマップの  

作成を企集やNPOと協働して実施リ   

子肖て総合支援センター  徳島県   市町村・NPO・子肖てサークル等の子台て関係相総の取組   

事某  を総合的にコーディネートすることや、人材育成、子爵て支  

援情報の集積・発†言など、子育て支援活動を支援L   

子肖て家庭像待事業  子育て家庭にカードを配布し、県内の協賛店舗・施主受で商品  

の割引や倹待サービスなど様々な怜典が受けられるL   

チャイルドライン  柑読までの子どもがかける電話として、子どもの声に耳を傾  

ける鳩の醸成など、子どもの健全な成．長のための社会基盤  

づくりの取相。   

父親の子脅て参加促進  埼玉県 他   働き方の見直しとともに、地域や職域において父親の意餓   

事菜  感成や父規同士の仲間づくりを進め、子詩て奉加の意識を  

高めるb   

出会いの塙づくり・結婚  イベント等の開催による結婚を望む男女の出会いの機会提   

応援幸美  供や結婚相談の実施によるお相手紹介。   

事業名   ；tI・i  事業概要   

自胎体  

娼婦健康診査  妊娠健康診査健診賞用空自治体で負担リ   

柴用助成制療  

出産費用助成  分娩や入院にかかる出産薬用のうち、出産育児一時金等を差し  

引いた金憩の助成等． 

乳幼児医敵背  乳幼児にかかる医療費の動乱．   

助成  

歯科検診  乳幼児健診とあわせて、歯科検診の実施り   

聴覚健診   羽島市  新生児聴覚検査発の助成．．，   

柑辣川町  

他  

フレーバーウ事  世田谷狂  住民との協働により、フレー」ノーダーや地域ボランティアのもと、子   

糞  どもたちの好奇心を大切に、自由にやりたいことができる遊び場づ  

くりを箕賂．   

おもちや図書餉  確育のある子どもたちにおもちやを用意L、気に入ったおもちやを  

進んで克ぷ機会を1違供し、寮でも遊ペるよう賞し出しを行う．．家族  

にも仲間作りや惰寵交換の塙となっているリ   

子宮て相談室  浦安市   肯児相談の総合窓口を開設し、独白に養成した「子禽てケアマネ  

－ジャー」が子帝ての悔み全般に対し、適切な支援サービスを賽  

内L 
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社会保障国民会議 第3分科会  
（持続可能な社会の構築（少子化・仕事と生活の調和）分科会）   

中間とりまとめ（平成20年6月19日）（抜粋）  

3．（2）地域全体が支える、世代を超えて支える子育て支援  
子育てには時間と人手がかかるが、それだけに得られる幸福感も大きい。  
しかしながら、地域での子どもとのふれあいの減少などにより、親になるまでに子育てに肯定的な感情を持てないこ  
と、親になっても、子育てについて身近に悩みを相談する相手がいないことなどから、親が子どもとのきずなを見いだ  
せない、子育ての負担面ばかりを感じがちであるといったケースが増えてきている。子どもに関わる豊かな時間を生み  
出し、子どもと一緒に暮らし、子どもとともに親も成長する充実感、子育ての本当の楽しさを実感できるような子育て支  
援が必要とされてきている。  

など じめとする地域住民、多様な主体が担い手となって、地域全体が子育てに関われるような支援、子育て家庭のリ  
子育て支援は地域が支えることが重要である。町内会・自治会、NPOなどの市民団体や、企業、シニアや若者をは   

スクにもきめ細かに対応できるような地域のネットワークが必要である。子育て支援のサービスの担い手としては、依  

然として行政や社会福祉協議会などの半公的な主体が大半を占めているものがあり、新規参入のNPO等が参入し  
づらい現状がある。このため、今後、担い手の育成という視点も含め多様な主体の参画に向けた検討がなされるべき  
である。地方公共団体における政策の決定過程やサービスの現場等においても、親を一方的なサービスの受け手と  
してではなく、相互支援や、サ⊥ビスの質の向上に関する取組などに積極的に参画し得る方策 を探るべきである。  
また、親自身が、やがて支援側に回れるような循環を地域に生み出し、高齢者も含めた地域の力（例えば地域の  

「社会的祖父力・祖母力」の活用による世代間交流）などを有効に引き出すことができるよう、子育てに優しいまちづく  
りの視点も含めた環境づくりが必要である。多子世帯に配慮した支援なども重要である。  
これからの子育て支援は、すべての家庭を対象に、子ども自身の視点に立つとともに、脚性とニーズを尊重  
し、子育てが孤立化しないように、子ゼも自身と親の成長に寄り添う形で支援することが重要である。  
幼少期から長期的展望に立って子育てに関心を持つ、「心を育てる」取組を幅広く進めるとともに、子どもを持ち、  
育てる喜びを認識し、共有するための情報発信にも力を入れていくことも必要である。  
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検討の視点  
にとどまって  ○ 現行制度では、すべての子育て家庭を対象とした各種の子育て支援事業は、   

おり、その実施状況には地域格差が見られる。一方で、核家族化や、地域のつながりが希薄化する中、とりわけ  
専業主婦の子育ての負担感・孤立感が高まっていることも踏まえ、新たな制度体系における   
業の制度上の位置付け¢強化について、どう考えるか。   
※他の社会保障制度の例（介護・障害）においても、個人に対する給付とは別に、市町村の事業として位置付けているものが   

あるが、 重要な事業については、僻こ実施を義務付けている。   

○特に、保育サービスの必要性の判断基準（「保育に欠ける」要件）の検討において、公費による給付の公平性の   

観点からも、専業主婦家庭に対する保育あるいは一時預かりの一定の支援を行われるべきという議論があり、こ   
うした議論も踏まえ、一時預かりの保障の充実について、どう考えるか。   
とりわけ、定期的・継続的な子育て支援が得られにくい3歳未満児（幼稚園就園前）をどう考えるか。  

○ また、一時預かりについての  
町村の実施責任の位置付け ※保育については、市町村に実施が義務付けられている  

・サービス利用（提供）方式のあり方  

（補助）の方式のあり方 ※事業者に事業実施費用を包括的に支払う仕組み、利用者個人に着目して給付を行う仕組み等  
について、どう考えるか。  

○ 一時預かり事業に対する財政的支援は、児童手当制度における事業主拠出金を財源とし、サービス量に応じ  
と位置付けられている。  て当然に支出が義務付けられるものではない   

保障を充実し、量的拡大を図っていく上で、財源面につきどのような仕組みとすることが適当か。  
⊂b  

が求められる  源保障を強化（例えば義務的な負担金）する場合には、財政規律の観点か  らの－   のルール   

※他の社会保障制度（介護・障害）の例では、給付の必要性・必要量の判断（認定）、利用量に応じた利用者負担などが設けられている。  

一方、一時預かりの機能については、保育所や地域子育て支援拠点のような事業所において預かる形態から、ベビーシッ  
ターやファミリーサポートセンターの提供会員による預かりなど、実態上様々な形態により担われており、  

柔軟な取組が行える仕組みが求められる側面もある。  
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家庭全戸訪問事業 ・養育支援訪問事業 や、地域子育て支援事業は、子育ての負担感・孤立感を軽減  
し、虐待の防止にもつながる重要な意義を有しているが、こうした事業の取組の促進をどう図るか。   

○その他、多様な子育て支援事業があるが、地域特性に応じた柔軟な取組を尊重しつつ、積極的な取組を促   
すために、どのような財政支援が求められるか。  
※ 次世代育成支援対策交付金は、市町村の事業計画全体に対し、包括的に交付するため、事業毎の配分等市町村の   

自由度が比較的高い仕組みである一方、国の予算総額の範囲内で、各市町村の事業量等に応じて配分する仕組みである   
ため、事業実施費用の一定割合の財政支援が保障されるものではなく、また、1／2を市町村が負担する仕組みとなっている。  
※他の社会保障制度の例（介護）においては、実施が義務付けられている事業（必須事業）のほか、地域の実情に応じた柔軟   

な取組の実施（任意事業）に対しても、上限額（給付費の一定割合）の範囲内で、事業実施費用の一定割合を国t都道府県が   
負担する仕組みとなっている。   

○ 一時預かり事業や地域子育て支援拠点事業等、各種の子育て支援事業の量の拡充に向けた担い手の育成   
をどう図っていくか。   

また、質の向上に向けた担い手の研修やバックアップ支援といった取組の強化が必要ではないか。その他、   
各種の子育て支援事業の質の向上をどう図っていくか。   

O「基本的考え方」（本年5月）においても、親の子育てを支援するコーディネーター的役割が検討課題とされて   
おり、また、保育サービスの提供の仕組みの検討においても、保育の利用に際して同様の役割が必要との議論   
がなされている。   

現行制度においても、市町村に対し、子育て支援事業の利用のコーディネート（あっせん■調整）をする義務が   
課せられているところであるが、こうした機能を誰がどのように果たしていく仕組みとするか。   

O NPOや地域住民など多様な主体が担い手となって、地域全体がかかわっていけるような子育て支援、王室三   
支援に関わる者のネットワーク化、親自身がやがて支援者に回れるような循環を生み出せる地域の構築といっ  
た取組の強化として、どのような仕組みが考えられるか。   
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過疎地域の現状①  

（過疎地域の現状）  

○ 過疎地域は、人口では全国の約8％であるが、過疎地域を含む市町村数では全国の4割を占める。  

図表2 過疎地域が全国に－！．了める割合  

市町村数  

（生田1，789「仰町村  

人   「1  

（全国1ご，丁77ノブ人）  

面  積  
（全国377．915krIf）  

（備考〕l巾町村数は平成20年4月1日現在コ 過疎地域の市町村数は過疎関係市町村数による。  

人口及び面積は平成17年国勢調査によるり  

2 東京都特別区はl団体とみなす 

《過疎地域の要件》3 （）は構成割合であるロ 

O「過疎地域」とは、以下の「人口要件」と「財政力要件」に該当する地域。  
（1）人口要件：以下のいずれかに該当すること  
1）昭和35年～平成7年の人口減少率が30％以上   
2）昭和35年～平成7年の人口減少率が25％以上、高齢者比率（65歳以上）24％以上   
3）昭和35年～平成7年の人口減少率が25％以上、若年者比率（15歳以上30歳未満）15％以下   
4）昭和45年～平成7年の人口減少率が19％以上   

＊ただし、1）2）3）の場合、昭和45年～平成7年の25年間で10％以上人口増加している団体は除く。  

（2）財政力要件：平成8年度～平成10年度の3ケ年平均の財政力指数が0．42以下、かつ公営競技収益が13億円以下であること（施行令第1条）。  
【追加公示】 平成12年の国勢調査の確定人口に基づき、追加公示を行う（法第32条）。  
（1）人口要件 ：上記要件中、各対象年次を5年ずつずらして適用。  

（2）財政力要件：上記要件を、平成10年度～平成12年度の3ケ年平均の財政力指数として適用。  

【出典＝総務省『「過疎対策の現況」について』（平成20年9月）2   



過疎地域の現状②（人口の動向）  

（過疎地域の人口の動向）  

○過疎地域の人口減少率は、昭和35～45年には10％程度と著しく人口が減少していたが、その後人口減少率  
は低下し、平成12～17年の減少率は5．4％となっているものの、平成7年以降の減少率は緩やかに拡大。  

国勢調査による。   

ワ  

3  

阪府及び兵庫県の区域）、名古屋圏（岐阜鼎、愛知県及び三重奥の区域）をいい、地方側とは三人  
都市圏以外の区域をいう。  

（備考）1  

【出典：総務省『「過疎対策の現況」について』（平成20年9月）3   



過疎地域の現状③（人口構成）  

（過疎地域の人口構成）  

○ 過疎地域における年少人口（0～14歳）の割合は、全国と大きな差は見られない。  

○ 年少人口（0～14歳）の推移は、全国に比べ緩やかではあるが、一貫して減少傾向にある。  

【川東17 ［ト1十l故人口▲ル肺終にノ〕いて】  

十人l  

i事も阜享1   

蟹   

貞  1£・1日 ㌧」ト1・－ 

l律王 

円  
ニ4ユ   ：コ0   ；ココ  

他疎地域  

0望l  2（粍 ヰ（粍  

（備考）平成t7年国勢調査によるく，   

＜参考＞  

圏域   
年少人口（0～14歳）  全国の年少人口に占める  
（単位：千人）   各圏域の割合   

全  国   17，521  

三大都市圏   8，407   48．0％   

地 方 圏   9，114   52．0％   

（うち過疎地域）   （1，346）   （7．7％）  

・：・欄干  

i牒軒妙∬は二茄lリ軒1民Lヒ叶，字．   

が開＝＝圭て－†．り人口Jま茶勢臍慮に．∴   

よ－■i▲愕い楕円軌i】一「本山苛擬簡！り＿「l平館ユ州1二R芥！巨 小判丁拝†イ．：＿＿†：   

牒持封美住席・・l、n「【愕碍葦而：に」，f一し  

i］「適確矧かノ帯F佃i］．」；・卦ノ，席！一拍．ウ■J－r也疎贈！か．・稽一冊・岐簡｛喧嘩対策せ餌算≡ キ引J・‾．き高∴上  

H17国勢調査より   

【出典：総務省『「過疎対策の現況」について』（平成20年9月）】  

【出典‥総務省「時代に対応した新たな過疎対策に向けて（これまでの議論の中間的整理）（平成20年4月）】4   



過疎地域の現状④（財政状況）  

（財政構造と財政力指数）  

○過疎関係市町村の1市町村当たりの歳入に占める地方税収割合は約15％（全国約37％）に過ぎない0  

0市町村に財政力を示す指標である財政力指数をみると、過疎関係市町村の平均は0・25（全国平均0■53）0  

図表9 財政力指数段階別過疎関係市町村数  
（単位：何件、％）  

平成ほ年度  
区  分  

市町村   

9  

0．1未満  
（1．2）  

233  
過  

（31．9）  

291  
疎  

（39．8）  

165  
地  

（22．6）  

33  
域  （4．5）  

計   
7.71 

（100．0）  

平 均 値 A   0．25   

全国平均値  B  0．53   

－ 0．28   

図表8 平成l的場 市町村歳入決算の状況  

（備考）1総務筍㌢平成18年廣地方財軟状況調査による 
＝ 過疎地域ほ、平成20年4月1日現軋  
3 －一郎過疎地城のうち、デ”タを取得できない37＄区域につい－ぐ渦疎開倖市町村から除いているリ  

〈備考）  1総務省」地方財政状況調査」及びけ軋方交付税等関係計数軍靴による・コ  

ヱ 過疎地域は、平成20牢4月用現瓜  
3 財政力指数札平成16年磨から平成18年度までの各年度ごとに地方射寸税の算定に用いた基準財政収入額を島潮オ政需  
要額で除Lて求めた数値1小数点第3位を四捨五入）を平均lヾたものであるゥなお、一部過疎地域については・合併前m  
旧市町村の数値（合併算定替）に基づく。  
4 r）は団体数合計に対する構成比である。  
5 平均値は単純平均であり、全国平均軌こおいては－－■都過疎地域を有する市町村も・本簾定を用いているり  
G 分村合併した山梨県旧上九一色柑については、1団体とし一て算出する・，  

【出典‥総務省『「過疎対策の現況」について』（平成20年9月）5   



人口減少地域に関連する保育制度の概要①  

（小規模保育所（認可保育所））  
○ 認可保育所の定員は、原則60人以上とされているが、定員60人以上とすることが困難であり、20人以上の傍   

育需要が継続することが見込まれ、他に適切な方法がない場合、以下の要件を満たせば、小規模保育所を設  

。認可保育所として地域虐員規模等lこ応じた保育所運営費を支弁 。  ることが   

（1）設備・運営について児童福祉施設最低基準に適合  

（2）次のいずれかに該当  

（丑 要保育児童が多い地域に所在し、入所児童の概ね4割以上が3歳未満児  
② 過疎地域をその区域とする市町村内に所在  

③ 入所児童の概ね8割以上が3歳未満児、1割以上が乳児  
（3）定員20人以上  

（4）施設長は保育士を配置するよう努め、保育士その他の職員については最低基準等に定める所定数を配置  

保育所の定員規模、設置、連常上体別施設救  

常  公  

議＼習・  構成比   実 数   

私   

構成比   某：致   構成比   

規模別   〔か所：‡   （㈲   （カ為所）   細）   （か所二）   （悔）   

人  
t二．机封   l：5．コJ   摘封）   く5．削   l：1∴ニ4⊥l．）   （ふ5：）  

、3I：J  ご1．9   封泊  J．J   1，コ11   か㍑  ．  

1：．1∴ユ5二：・   （二1軋封   柏4コニ：－   JT．7、）   （ご，け57．〉   拍．1）  
ごil一し・ヰ5  1．1鮒l   1〔I．3   盲74   7．盲   2，〔帖4   亡I．1  

さニユ，1う5二：・   ・：二1盲∴j二こき   j一ご．（う35．） n   lこニコニ4．ご二l   け丁〔糊．：〉   ほ1．ユ：l  
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■ 
7．7（う椚 I．、   圧蒔．1二き   帖．764二：l   帖ご．封   i’1⊥重，533こき   圧沌．ご1  

モコま・、  丁．GTこ1   fj6．石 7，〔lほ   6ヨ．¢   14，親和   6ヰ．ぢ   

（11．T三i．ご二：・   〔い〕軋〔り   〔1柑．臼了封   ・：二1〔吼〔り   ほコ，G24：ン   l：’10軋桝  

計  11．5川  川軋巾   1．1．ヨい二l  1〔札0   ココ，7ヨ0  100．1〕】   
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人口減少地域に関連する保育制度の概要②   
（へき地保育所（認可外保育施設））  

（認可保育所の設置が著しく困難な地域に設置される保育施設であって、市町村長が以下の  
ものと認め、指定した認可外保育施設）に対して、次世代育成支援対策 交付金（ソフト交付金1   基準に適合するものと認め、指定した認可外保育施設）に対して、獅   

において補助（※20ポイント）。  

（1）設置場所が、以下の①～④にあること   

①へき地教育振興法の規定によるへき地手当の支給の指定を受けているへき地学校の通学区域内、   
②一般職の職員の給与に関する法律の規定による特地勤務手当の支給の指定を受けている公官署の4キロメートル以内、   
③①・②を受けることとなる地域内   

④①～③に準ずるものとして市町村長が認める地域内  

（2）設備・運営が以下の基準に合致すること   

① 平均入所児童数が10人以上（※10人を下回る場合2年間は経過的に対象）であること   

②既存建物（学校等）の一部に設置する場合、設備をへき地保育所のために常時使用できること   
③保育室・便所・屋外遊戯場（付近にある代わるべき場含む）その他必要な設備を設けること   

④ 必要な用具（医療器具、医薬品、机、椅子等）を備えること   
⑤保育士を2人以上配置すること（※やむを得ない事情があるときは、うち1人は保育士以外の者で代えることができる）   
⑥ 保育時間等については、地方の実情に応じて定めること  

○ 入所決定は、市町村長が、保育を要する児童のほか、棚。  

【へき地保育所の定員・入所児数】  

当たり平均37人  

肝  

0  5000  10000  15000  20000  25000  30000  35000  

【出典‥平成18年社会福祉施設等調査】7   

もこ′：   



過疎地域を含む市町村における認可保育所の現状  

（定員・在所児数規模別の分布）  

○過疎地域を含む市町村にある認可保育所の規模をみると、定員規模では51～60人の規模が多いが、  

在所児数規模では、30人以下が多い 。  

（か所）  

2，000   

7，β00   

7，600   

7，400   

7，200   

ナ，000  

∂00  

600  

400  

200  

0  

30人以下 37～4¢ 朋～5〃 5丁～6〃 6†～7¢ 7†～卯 β丁～タ〃 卯～TO¢†卯～†川†す7～丁2¢†2丁～す5¢†引～200 2卯人以上  

（出典）厚生労働省「平成18年社会福祉施設等調査」における認可保育所の定員階級・在所児数階級ごとの保育所数につき、  
過疎地域を含む市町村（平成20年11月時点：731市町村）に係る数を特別集計したもの。  
※なお、「過疎地域を含む市町村」には、過疎地域以外の地域を含む市町村が約3割ある。  

（参考）  

全国の定員  

規模別分布  
定員120人超：15％   定員91～120人以下：22％  定員61～90人以下：27．6％  定員60人以下：35．3％  

β  



へき地保育所の現状②  

（定員・在所児数規模別の分布）  

○ へき地保育所の規模をみると、定員規模は21～30人が多いが、在所児数規模は20人以下が約8割を占める。  

70人以下  7了～20  27～30  3ナ～40  47～50  ごH～60   （け人以上  

（出典）厚生労働省「平成18年社会福祉施設等調査」におけるへき地保育所数を定員階級一在所児数階級ごとに特別集計したもの   



過疎地域における幼児教育経験者比率  

○ 小学校就学前に幼稚園又は保育所（へき地保育所含む）を経験した比率を見ると、1970年頃は過疎地域と   

全国とで大きな格差があったが、近年はほぼ格差がなくなっている。  

○ 過疎地域においては、全国と比べ、幼稚園就園率が低く、保育所在籍比率が高い。  

匡】     壷21幼児   数台経廟者上   率   

昭和45年度  昭和55年度  平成ヱ年度  平成7年庶  平成‖平鹿  平成18年度  

区分  

過疎   全国   過疎   全国   過疎   全国  過釧   全国   過疎   全t遥   過疎   皇国   

57．4  Tf．．l  自7．6  9l．2  g5．0  95．6  q5．5  95．0  98，3  粥，了  9丁．1  96，5  

幼稚l盤耽L錮率   1占．5  5：I．8  35．′1  64．4  31l．9  6・l．0  34．ヱ  62．8  3・1．g  59．g  ：う6．1  57．T  

保育所在籍串   ヨ9．1  ヱ2．4  5ヱ．2  2¢．8  6仇1  31．5  61．3  ココ．2  63．4  36．8  6l．0  3苫．S   

（備考）1全国は文部科学者「学校基本調査．‡及び■社会福祉施設等調査、lによる。  

3 過疎地域は総務省調卜㌔  

※備考  

＜幼児教育経験者比率＞  

①全国は、各年度の文部科学省「学校基本調査」（数値は各年度5月1日）及び前年度の厚生労働省「社会福祉施設調査」による。  

②過疎地域は総務省調べ。  

③それぞれの数値は、次の算式による、なお、保育所にはへき地保育所を含む。  
幼児教育経験者比率＝幼稚園就園率＋保育所在籍率  

幼稚園修了者数  
幼稚園就園率   小学校第1学年児童数   

保育所在籍率＝ 
前年度保2＋6歳）  

【出典：総務省『「過疎対策の現況」について』（平成20年9月）】  

【出典：総務省「時代に対応した新たな過疎対策に向けて（これまでの議論の中間的整理）（平成20年4月）】  
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（第2回・第3回 保育事業者検討会委員提出資料（抜粋））  

（参卜者）※下記は（杜ほ国私立保育園雇用として全日の保育凱こ向けて呼びかけている提  

案書項です。  

ホーム保育（＝家庭的保育）とマイ保育園（＝かかりつけ保育園射桝度について  

【課題ま議】（考え方）  

待機児童が集中している地域などにおいて、紐可保育園の拡大が困難な状況の欄合、  

家庭等のスペースを着用して、ニーズに河し柔1酎こ対応していく仕組みを♯廃する．  

この場合．一定の質を趨偏するため、認可保育園との連携を囲った制度とし、市町村  

事業とに連携を密にしながら仁乳児家庭全戸訪問幸美のフォローアップのためにも、  

保育園圃場々の辛経と速報できるようにし、家庭支捜の棟となっていく。   

【具体的塩素】  

り「ホーム保育J（恵庭的保育）  

0中心になる認可保育園と連携することを基本とし、3歳末♯児の保育の受け皿  

として近隣家庭や、地域の公民館などの空きスペースを開放し、（仮）「ホーム  

保青」として拡大を田る。  

0中心保育四には「ホーム廉青」をバックアップするため「保育コーディネータ  

ー」を配置し、中心圃との匝児の交誕や保育実施に伴う保育者の研修、保育細  

説等を行う。  

0琵可の要件  

・対象  3歳末濡児  3■－8名  

・保育室   確庭などの空きスペースを活かして、最催基準に照らして、広  

さに応じて受け入れ定数の拡大は可能とする。ただし6人まで）  

・保育体制 保育士または看護師の有資格者  

♯員定数は年齢別最低基準虚数の配置（最低2名）  

・調理体側  中心保育園からの支援体制をとる．  

・行書等   中心保育園の行暮零可能な語】馴＝参加する。  

・職員研修・休暇専の体制 中心国から支援体制などにより研修や休暇などを  

実施する。  

♯なお資格要件については、将来ファミリーサポートセンター、在  

宅支援サークル活動などなどの子育て支捷者養成と同様に、独自  

資格を検討していくことも考えられる．  

之）マイ保育園伍、かりつけ保礪周）  

認可侵＃雪が蓄積してきた保育に関する技術と能力を、地域の在宅子育て家  

庭に生かす。   

0妊娠から幼児までの子どもを、長書りの魚雷園に星蝕する  

登録薗の役割  

一妊掛、ら誕生、幼児雇での育児不安や離乳食などの相談  

・r保育コーディネーター」を中心に在宅の親手の支援活動  

（親子ひろば開放、育児講座の闊催、親子サークル支援など）  

3）実施主体：市町村  

4‖鳳助対怠・補助内専  

・rホーム良書Jrかかりつけ保雷臥を採用する中心保育l削＝対して  

保育コーディネーター1名配t  

・「ホーム保育jの■児には年齢別保育曹価／保育料が連用される。〔羊損封）  

・スペース料 等  

5）事業の展開、モの他  

①既存町市町村が行っている同権の事業について、重合を回局とともに、本制  

度に活用していく．  

②全国私立保育闊達且カリレネッサンス運動の一環として主唱し、地方組織や会  

員阻が地域に如して公募し．呼びかける。  

例：ポスター貼付 rホーム保育を開設しませんか」  

「赤ちやんが誕生したら、登餞Lてください『かかりつけ保育園封  
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資料3  

情報公表・第三者評価等について   



現行の情報公表■情報提供の仕組み①  
（認可保育所に関する情報）  

○現行制度においては、市町村に対し、認可保育所の運営状況等に関する情報提供義務が課せられている。  

○また、保育所に対して、地域住民への当該保育所の保育に関する情報提供の努力義務が課せられている。  

◎ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）（抄）  

第二十四条 （略）  

2～4 （略）  

ころにより、その区域内における保育所の設置者、設備及び運営の状況その他の厚生労働省令の定める事項に閲し情報の提供を行わ   
5 市町村は、第一項に規定する児童の保護者の保育所の選択及び保育所の適正な運営の確保に資するため、厚生労働省令の定めると  
なければならない。  

第四十八条の三 保育所は、当該保育所が主として利用される地域の住民に対してその行う保育に閲し情報の提供を行い、並びにその   
行う保育に支障がない限りにおいて、乳児、幼児等の保育に関する相談に応じ、及び助言を行うよう努めなければならない0  
2 （略）   

◎ 児童福祉法施行規則（昭和23年厚生省令第11号）（抄）  
第二十五条 法第二十四条第五項に規定する厚生労働省令の定める 事項は、次のとおりとする。  

に関する事項  保育所の   

－の二 当該保育所が認定こども園（就学前保育等推進法第六条第二項に規定する認定こども園をいう。以下この条において同じ0）   
である場合にあっては、その旨  

二 保育所の施設及び設備の状況に関する事項  

三 次に掲げる保育所の運営の状況に関する事項   

イ 保育所の入所定員、入所状況、職 員の状況及び開所している時間   
口 保育所の保育の方針   

ハ 当該保育所が認定こども園である場合にあっては、就学前保育等推進法第四条第一項第三号及び第四号に掲げる子どもの数   
二 当該保育所が私立認定保育所である場合にあっては、第二十四条のこ第二項の規定により都道府県知事に届け出た選考の方法   
ホ その他保育所の行う事業に関する事項  

四 法第五十六条第三項の規定により徴収する額 又は就学前保育等推進法第十三条第四項の規定による保育料の額に関する事項  

四の二 当該保育所が認定こども園である場合にあっては、法第三十九条第一項に規定する乳児又は幼児以外の子どもに関する   
利用料の額   

五 保育所への入所手続に関する事項   

六 市町村の行う保育の実施の概況  

② 法第二十四条第五項に規定する情報の提供は、地域住民が当該  に利用できるような方法で行うものとする。  了   



◎ 保育所保育指針（平成20年厚生労働省告示第141号）（抄）  
第一章 総則  

4 保育所の社会的責任  

（1）  （略）  

（2）保育所は、地域社会との交流や連携を図り、保護者や地域社会に、当該保育所が行う保育の内容を適切に説明するよう努めな  
ければならない。   

第六章 保護者に対する支援  

2 保育所に入所している子どもの保護者に対する支援  

（1）  （略）  

（2）保護者に対し、保育所における子どもの様子や日々の保育の意図などを説明し、保護者との相互理解を図るよう努めること。  

2   



現行の情報公表■情報提供の仕組み②  
（認可外保育施設に関する情報）  

○現行制度においては、認可外保育施設に対し、利用料、保育士等の配置数及び勤務体制、保険に関する事項   
等について、都道府県に対する報告を義務付けている。  

○都道府県知事は、必要と認める事項を取りまとめ、市町村長に通知するとともに、公表するものとされている。  

◎ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）（抄）  

第五十九条のこの五 第五十九条の二第一項に規定する施設の設置者は、 毎年、厚生労働省令で定めるところにより、当該施設の運営の状況を   

都道府県知事に報告しなければならない。  

2 都道府県知事は、毎年、前項の報告に係る施設の運営の状況その他第五十九条の二第一項に規定する施設に閲し児童の福祉のため必要と  

める事項を取りまとめ、これを各施設の所在地の市町村長に通知する とともに、公表するものとする。   

◎ 児童福祉法施行規則（昭和23年厚生省令第11号）  
第四十九条の七 法第五十九条のこの五第一項の規定による報告は、次の各号に掲げる事項を都道府県知事の定める日までに提出することにより   

行うものとする。   

一 施設の名称及び所在地   

二 設置者の氏名及び住所又は名称及び主たる事務所の所在地   

三 建物その他の設備の規模及び構造   

四 施設の管理者の氏名及び住所   

五 開所している時間  

六 提供するサービスの内容及び当該サービスの提供につき利用者が支払うべき額に関する事項  

七 報告年月日の前日において保育している乳幼児の人数   

八 入所定員  

九 報告年月日の前日において保育に従事している保育士その他の職員の配置数及び勤務の体制   

十 保育士その他の職員の配置数及び勤務の体制の予定  

十一 保育する乳幼児に関して契約している保険の種類、保険事故及び保険金額  
十二 提携している医療機関の名称、所在地及び提携内容  
十三 その他施設の管理及び運営に関する事項  

3   



現行の情報公表・情報提供の仕組み③（認定こども園）  

○ 現行制度においては、都道府県に対し、認定こども園を利用しようとする者に対し、施設の名称・所在地等を   

周知する義務が課せられている。  

◎ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）  
（認定こども園に係る情報の提供等）  

第六条 都道府県知事は、第三条第一項又は第二項の認定をしたときは、インターネットの利用、印刷物の配布その他適切な方法により、当該認定を受けた   

施設において提供されるサービスを利用しようとする者に対し、第四条第一項各号に揚げる事項及び教育保育概要 （当該施設において行われる教育及び   

保育並びに子育て支援事業の概要をいう。次条第一項において同じ。）についてその周知を図るものとする。第三条第三項の規定による公示を行う場合も、   

同様とする。  

2（略）   

（認定の申請）  

第四条 前条第一項又は第二項の認定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書に、その申請に係る施設が同条第一項各号又は第二項   

各号に掲げる要件に適合していることを証する書類を添付して、これを都道府県知事に提出しなければならない。   

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名   

二 施設の名称及び所在地  

三 施設において保育する児童福祉法第三十九条第一項に規定する乳児又は幼児の数（満三歳未満の者の数及び満三歳以上の者の数に区分するものと  

する。）   

四 施設において保育する児童福祉法第三十九条第一項に規定する乳児又は幼児以外の子どもの数（満三歳未満の者の数及び満三歳以上の者の数に  

区分するものとする。）  

五 その他文部科学省令・厚生労働省令で定める事項  

2（略）   

◎ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則（平成十八年文部科学省・厚生労働省令第三号）  
（法第四条第一項第五号の文部科学省令・厚生労働省令で定める事項）  

第四条 法第四条第一項第五号の文部科学省令・厚生労働省令で定める事項は、次に掲げる事項とする。  

一 認定を受ける施設について幼稚園、保育所又は児童福祉法第五十九条第一項に規定する施設のうち同法第三十九条第一項に規定する業務を目的と   

す．るものの別  

認定こども園の名称  

認定こども園の長（認定こども園の一体的な管理運営をつかさどる者をいう。）となるべき者の氏名  

教育及び保育の目標並びに主な内容  

第二条各号に掲げる事業のうち認定こども園が実施するもの  

三
四
五
 
 4   



現行の情報公表・情報提供の仕組み④  
（子育て支援事業）  

○ 現行制度においては、市町村に対し、子育て支援事業に関する必要な情報提供の義務が課せられている。  

◎ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）（抄）  

第二十一条の十一 市町村は、子育て支援事業に関し必要な情報の提供を行うとともに、保護者から求めがあったときは、当該保護者   

の希望、その児童の養育の状況、当該児童に必要な支援の内容その他の事情を勘案し、当該保護者が最も適切な子育て支援事業の利   

用ができるよう、相談に応じ、必要な助言を行うものとする。  

② 市町村は、前項の助言を受けた保護者から求めがあった場合には、必要に応じて、子育て支援事業の利用についてあつせん又は   

調整を行うとともに、子育て支援事業を行う者に対し、当該保護者の利用の要請を行うものとする。  

③ 市町村は、第一項の情報の提供、相談及び助言並びに前項のあつせん、調整及び要請の事務を当該市町村以外の者に委託すること   

ができる。  

④ 子育て支援事業を行う者は、前二項の規定により行われるあつせん、調整及び要請に対し、できる限り協力しなければならない。  

◎ 保育所保育指針（平成20年厚生労働省告示第141号）（抄）  
第六章 保護者に対する支援  

3 地域における子育て支援  
（1）保育所は、児童福祉法第48条の3の規定に基づき、その行う保育に支障がない限りにおいて、地域の実情や当該保育所の体制等  

を踏まえ、次に掲げるような地域の保護者等に対する子育て支援を積極的に行うよう努めること。  

ア 地域の子育ての拠点としての機能  

（ア）～（ウ）（略）  

（エ）地域の子育て支援に関する情報の提供   



市町村による情報提供の例①（金沢市）  

l  

重沢子■てお捜立ち800K 主調子■て■ステーション 4■－－  

コンテンツ  壁担些型L農些廻し－6恥  

金沢市薇■ブラザーI■   8■■恥  

妊娠・赤ちやん  10■■ト  

鱒芦園  

託児   

幼稚甲  

鱒準   

助成   

グループ  

14■－   

24■■－  

34■■－   

40■■－   

44■■－  

48■■－   

育休・再就職  50■一   

子どもの障書  52■■－  

；ひとり親  54■■一   

子連れスポット  56■－・  

体験・参加  丁2■■－  

76■■－  

′′■ヽ  

小学生  

市子■て支■体系  丁9－  

tNDEX  80■－   

6  
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享■サービス  
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・ニコニコ尿■■・光匿1■ －坤椎層■■  
東隅ま騰の椚児一瞬争欄l二Pヱ丁）とは乱てす．  
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保育所（園）一覧  
乳児一階年末統合小筆  

く金肺帥央地区＞ マップ 住所  毎話鼓弓 鮎 開閉 延長闘 ≡鼻保革保育保育開校区 その他  

脚
脚
脚
脚
脚
州
脚
血
側
 
 

F9－柑1本町ト2－16 233－1649社格7：DO～18：00 ー19：00 90 2 0 0 0 中央 子、休   

F9－102 帥妨2－5－24 23ト3456拙稿7：00～18：00～22：00 90 2 0 0 0 中央 体  

F…3醐紗2423ト3456社福＝畑－2Z＝∞7i㍍30200一中央軋体  

Flト1餌長町t－5一犯 263－59（袷牡福7：00～柑：08 ～20：00120 2 拠 0 0 中央   

F9－105 長耶－1t－17 2糾－1淡泊社福7：80－18：00・一博：00 湘 2 拠 0 0 中央   

F9－1体 長土煽1－2－9 23ト脚牡塙7：00～18：00 ～19：00 68 2 0 － ○ 中央 夢   

Glト107】削I12－8－13 Z3ト3429社福7：30－柑：3D ～柑：08 60 2 0 0 0 馴」町   

F8－108 ■暮町8－2Z 22ト6611社福7：00ー18：00 ～t9二30 80 2 0 0 0 明成 体、夢  

G9－】胞細粒l用23ト別74摘アニ00－t8＝00～－9＝00602000  

く金剛ヒ含巨北部近郊地区＞  

コ
喜
∃
当
コ
コ
ヨ
ヨ
 
 

H4－1旧 八田町素572 258－0333市立7：00－18：00 －19：00106 2 0 0 0 草本 寧   

15－川 南蕪本町ヌー39 258－0758社福7：00－18：00 －19：00 90 2 0 0 0 森本 寧   

日5－1】2 弥勤打力112 257－1260社橿7：08～】8：00～柑：00120 2 拠 0 0 森本 夢   

16」13 吉原町ヨ1 258－0332市立7：00～ほ00－柑：00 812 0 0 0 森本 夢   

」3－1川 馴】町に46 258－0ほ8市立7：00－は00～19：00 TO 2 0 0 0 花園 夢   

C2－115 宮野町ホ79 25ト抑市立7：00－18：00 r－19：∞ 00 Z O 0 0 三谷 夢   

G8－＝6 元町ト7－7 252－M8市立7：∞－18：00～19：∞ 95 2 拠 0 0訊山町臥夢   

G9－117 栗山2－1恥9252－2662杜福7：∞－柑：00 ー19：00 45 2 0 0 0轟山町夢   

G8－tt8 神宮寺1－】1－15252－9750杜楕7：00－18：00 －19：00ほ0 2 0 0 0 森山町子、病   

lトt柑 堅田町丙紘一3 258－0721市立7：00－18：∞ －柑：00 79 2 0 0 0 不動寺夢   

F8－1節 京町3－43 252－1550社楕7：00－18：00 －▼19：00 90 2 － 0 0 浅野町   

H7－121神笥内町へ29 251－t250社福7：00－18：∞－柑：00120 2 拠 0 0 小坂 寧   

日7－122 小坂町ケ12銅252－髄叩社福7：00ー】8；00ー19畑）60 2 0 0 0 小坂 夢   

G7－123 三池町＝5 Z52イ814社格丁こ00ー18：00 ～19：00180 Z 払 0 0 ′l、娠 夢   

l㌻124 山王町2t85 252－O135組橿7：00～18：00 －19：00120 2 0 0 0 夕日寺夢   

Hトl乃 疋田町ハ302 258－1321社樟7：00～18：00 ～柑：∞120 2 0 0 0 千坂 夢   

G9－126 素山3－29－22 252－1414社楕丁：00－18：00 －19：00 60 Z〔）C O 馬場   

C3－127 ニ俣町ハ5－1236－1叫社福7：00－柑：00 －柑：00 45 6 0 0 0 医王山  

※保育所（国）は小学校区に関係なく選ぶことができます。  

冥記載のデータについては20年鹿の状況です。  
※一時保育拠舟・・一時保育を畳点的に実施する保育所です。（P26参照）  

※その他…子／子吉て支援センター、幼／幼児相談室、休／休日保育、休－／休日一時保育  

24／24時間保育、夢／金沢子育て夢ステーション、夜／夜間保育、病／病児保育  

9  
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t椚■一  三皇さ・全書80   

月皐㌧－■頑拍龍一坤謝附  
＝ ■   一名  

l」玉   2．¢：lコ円．√■白  
く書■．．おやっ■もl  

畔■申t■ q～エ8畑山l軋ロ色  

味■臼  8、謳■日、  
庄蒙咄（ほノノニ拍YレつI  
Eレ′15、I2．′器  

●中止  ●t鰐チ墳．  
土日仕白：仁（卜、▲．嘱目予埠尊  

l珊で踊lつ打．1生  
白か同日脚靂吋I  

平ⅦlJ購  

象■1一瞥¢・鴨丘れ■】■〉  

署■1－0810岬≠叫  

叫吋拍嘩．∴  

郎6  

コ．〔巾コ円ノE】  

l：■■，よ；マrJ色む〉  

月～虚8：15h柁：抽  

土■白」御母 
耳車軸 fl皇．′㍊ト・弓／●3〉  

d√・′■1．fし′15  

●胴亡ヨ＿ 事には当日にウニF  
＝1ク円舞丑■滑．ちLく  
払l才っとルーム【■■tBに  
ご申L・血，  

扇町別トヱ  
ヱt13－○もdl  

叫ト■小堺彗 
」弓  

コp昭円／1コ  
（嘉■．おY′コ霞むン  

月－、静8カコーー，駄印  

エ．¢．甜白．  
正こ真正冶†1～′‘■：狩・・－l．．／ヨ）  

8ノ1．良ノー15   

■■脚l司  
く占1M－－t8；C郁   

任 所  蕎」書＝・1ト3  片町才一1れ13．  

■日日■号 童d皇・○古専一  ヱヨ1－010き  
っ  

釘i・加両瑚転宣   一両毎担わジ  

■t……＝■■■t二一！■・■■‥＝■＝＝，＝◆＋■｝＝■寸■  

一時犀■拠点傑■顆沖射白土澗耶＝■■こ 長官すも傑｛机：‾相席i車軌・り爪てもらえ  
な廿コたq吊は＿ 一一柳別り描潤■両L二簡い合  

為せてヰましょう．  
皇石岡書晴  嵐土塀霹■内  

裏山儒■簡  ■暮聞■席  
貰 ■   一名  ヲビ伍嘲．栂■に⊥りま丁  

目 d Z．澗円ノー日  ！抑D閂．．ノn■：乱舶拙n．・‖  

（■■1．わ阜つ暮も；  娘兄礪耶引、一日■暮割あり  

印■職■ 周一遥∋：ひコーJけ，G¢  巧ん8鋸師一周側】二船脚即  

席■日  工、8、棚自  
由躍師■臼  

三■環■賄  

光が丘悍胃市  

八8市偉■照  

夫瀾頂欄■  

丈立沢停1■  

まとか繋二辟■幽  

かみやち鍵■■  

■行啓むっみ尭■■痛  

み超と鞘2揮■■】  

貯†岬Hせ山一州肯捧こ司」  
■－◆■■－■■■◆…＝＝－■■＝  

攣ガ丘悍■岬 ≡  
■暮専靡■鰹；  

抽闇御上  
安■躍■■  

糟火照汀■  
若桜停■■  
上亡l席■■  

央ホ停t両  

村不瞬T■  

．■ ■  

●■軋出叫叫陣帥晰州儒 ●■満干紺曲tです．■  
…柑に九・古畳欄糟■己亡  細■r町蓼いと鬱喀、受入  
柵．†和露柵l  
●鵬馳ごに蝕し丁 
t駄雷サ■ヨ．当lヨも電■に  
濾す甜丁は璽t刑け軋  

力闇なも1ニともありょす．  
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市町村による情報提供の例②（静岡市）   

も  く  し   

POJE POLF子育て   
寺ど∈の育ちと子音てのポノット   
赤ちゃんが追いたときに   
子ど己至上手にほめ吉5つのポイニノト   

子どもの病気・苧故・けが   
子どもの発達がちょっと気好かり芯とき   
絵本琶介し、裸子のふれあいをl   

子連れであ出かけ～友吉ちつ＜ううん   

地域子肖て立提センターつてどん罵ところ？   

つどい広場、子台てリークル   
中央子台て支援センター rほつ・と、チャイルト〉   

子育てトーワに撃．潤してみ貢せん貯   

兄事館   
あそぴ・子肖て讃lノせノてリリロン   

保育飼・幼稚園ガ行う了胃て相談・園月室聞取   
保辟福祉ヒンターに行ってみよう   

子ビもを矧ナるとぎ   
慄割振害皆の種麹   
保育園一覧   
姐穫画一鞋   
乱軌曽健裸麦控一時泊ガリ事業（病後児保胃宴）   
プア≡リー・サ刀トトセニノ9Ⅷ一つてど／1′みところ7■   

r活き隻き子育て柴慧月頂ト→」って蔦・一に？   

幼稚園と保育園の十上   
薬しいよ 放課縫児毒づラフ   

却ってゐきたい…手当と助成制定   
児蔓手当  
子ど∈医療費助成制度   
別稚鼠舐諷奨励賢禰鮎   
児蔓扶議書当   
交通眉児等稲祉手当、母了寮挺等圧廃棄助成制度   
母子賢婦福祉資金損得制定   
日常生活史控、ひとり頼家麻生滝立終   
了罵て垣間主監事葉（シコヤトコ丁イ1   

子吉て支援ヘルパ派遣事業   
子吉て優待カーイド事築   

こんなときの稲城は   
貯かリコけ哀雇眉つけよう   
紹可外懐古施設一覧  

トーー6  

7・＝・一一1り  

1ロ  

11′・一■16  

1了′・し」19  

20  

睡痔薗  

魁蘭画膠魅  

駒薗  謬圃置拶毯暫厨  
21～22  

フ3  

2上1  

2＄  

2（：．  

26  

27へ－2豆  

:iD 

37h・3d  
う5一一ノdO  

AO  

A1  

42  

d3～dd  

45′一月6  

47  

48  

49・、ノbO  

51  

52  

52  
らり  ヽ■■＿■  

＝止  

54  

55  

56′・－5E！  

5●ヨノーー87  

68  子育てハンドブックはホ一斗′く－ソでもご覧いただけます！l  

h叩ノノ仙川血纏Ⅶ血血極粗血融血班抽刷加血  

了7   



お寺さん肌卜・草生に入・草す5までこり闇柑甘ごきう保革施設や制慮に臥、〕Jれ［ラね七  

l了〕ガあります。ごきるだけ見学ケしノて．．頂か、孟晦持軋保竃の『琵、則踊岨一昭腐葺き  

学科二十わ．こ億孟母Lノて打ら利用してくだ3い。   

★保育施設の種類   

Ⅰ言」巧l川二哺古間lこ謂選言れていう地Ⅰ戒吉日て三屋仁ニノーター＿ てに、恭子否ん連れ  

Tl蔓汗′：iげら．痛前史操や仲間てユ●くり李すうことげてき5j計廿、子音丁の不安や空1み  

に－．二いて銅日吉射L打つこ石らうこと≡できます＝．誉た、胃児笥座や保冒囲の軍部の行  

書′▼．しL】軸寺た⊥ど吾あLノ■ます。書1，〒・く：刀巨ノウ たL市気矧こご車順く■ビ：きい。  
考古轟監、一、1  

∴▲r－一 番 iこ；こ、J  

二  

∃しっ席漂着・同置の寮膀のお仕事や躍気など爪事楕が   
あ£ご教艇什ら．日中お子さん至お預甘り首≡・と   

と5に、心舅〔り健全な発運至因ります、．  

く煤胃粗：）喜家庭の前年夏の所矧こより決まり諾す。  

く糾誅児垂の仕齢・促音指琶〉   
園により巽沿IL．ほす。〔P31－3∠l夢照J   

O蛸児〃比矧こぬじた殊し∴．・一道げ琵通Lし：て．．砥言的   

力学彗至す嵐覿憩施設で古  
く牒宗出・児秦の往敲・蔵匿暗闇〉  

ノ子音て支嬉ヒッタL 北安東  
電三岳・ご王威唯談 毎11釣棚攫邑一一註曜日 ＝）時、∃Cチ1′、1（∃蛙  

亡ノウ 闇舵口 毎週司、水、立打匡ロ10時－－11拍tきD分  

奉還北や軋！リJロコg－2月 北聖賢憬冒陳帖  ℡2脂－1「8口  

『千曳蹄IJ二l貨胃児童弾  

または楳胃鼠iへ  

（P．】1－．ヨユ畢狂当1  

手薄て支援亡ブタ」 小白合   

恩：石tヰ滴相談 毎掴月櫨謹白ノ）妻曜日 別才ハー16頂 ±鰯ヨ 訓持「－1d晒   

しニノ！トー凧矩出 罫胤用鰍十十釦削ヨ〔描ト川副 土煙日 ∈腫上1ユ持  
畑推園へ  

】■F35m心コ草］副  

ダーハ ⊥内 耳写与9－8叫  葵匡亡1吾馬lヒ．－Zb  至き∃主∃ 琵に≠▲■r．周た妄り課す。汀＝一35－40筆耕  l‾l■  

、   

：こごこ∴ち  ノ′子育て王‡屋ヒッター しすlユた  

電記・来訪確言謹 毎週月曜日（立暇日 射守～15時  

「ニノラ00関礁日 毎眉月昭日へ妾臆日 9持mlヒ】持  

薬圧俵ニJlさ1廿∋  桟榔累考剋内  

≡塑主に）保護壱の而望に応じて保肖至する施設ですv憬眉   

缶・班椎団では預から見い夜間や休日の楳盲を棄   

施する施設∈あり課す。  

く俣台ドい割譲児童の年茜も・傍白時間）■・  

詞可舛慄眉瀧嵩巨  

（F■S5歩哨二・  【一」】」劇 
1  

℡’三っユー〔崎Ol〕  

師麿町．より冥ロリます．  
子罵て立嬢亡ンター 城東  

壁詫・アキ．針・稚j享 毎遁月腫自′－ノごi用課目1封笥′L柑蹄  

tご▼ノウ 間月饗口 毎週月曜日－－′藷曜日1〔服・一一12祷、13時一一1別寺  

未払苅東三」2ユニ  風刺瑚那高批エリj′ご篭 ℡2‘由⊥コ1由  

C憬弓園に通っていない讃手さん空、i下畠己爪亡工   

事構ガあ5ときに∴ 一拍お頂かノします「   

¢保護毒のi鄭こ2～3「1隠見の就労等   
し豆横道吉の病気・志度・冠婚葬祭等   

母作詩者の弓児疲れの解消智  

1‥二1ロの利惰料）   

既に．甫捧闘い害わせこください  

く保零時間ニ）〔吼ね平日打払30「・′幡ヨ0）   

園こ直接問い台寸つせてくだ己い  

保胃園八  

rPこヨ】－3エ牽準：   

ノ子肖てきぼセンター 脛馳第二   

篭．三岳・辛歯相銀：電通月6設臼「・一主旺日 別席3し」㌧トー・ノ1日泊   

「ノウ一関巧与自 由遁R、ユし∴ 禾膳H l・コ腑′・Jl■靖31コ曾  一肌仙｝‾∽‾】【  
重し享卸二「 自重垂三直垂薩桓 汗白き コ  

・ニノ言語て支援ヒッター 東豊田   

要請・♯聞柑言て壬㌻ 毎週月曜日l・エ曜日 9瞳3〔lゴ～1〔・］号   

ヒンワ 間借口 元遇月日駐日＼基仁迂ロ101持へ′15時  

堅旦L ‾【画布堅萱挙手‡1更三重二て要撃頭重牽亘＝二一ん二女虹．＿コ  

畢
 
 

21  

丁2  



認可外保育施設一覧表  ★保育薗  
詳しいことlよ福祉事務所燥育児車諜または糾岩音崩までお問い昌iつせくださいけ  

〔繋匡℡ニ・21－1舶5、欝河法℡287一郎乃∴志水区℡354－2358）  

公立保肖闊一覧表（畢区・駿渇区）  

平成19E巨A弓肝闇氾  葵区・駿河区  
所 在 地  

＼一眼1L  

私立Uぱり幼児園  
と吉え保竃瀾  
あおぞら車1■タ≠ガーデン  
保育蹄ちびっこつソドかわい国  
華保育園  
り刀せ≡ナー・マイスワール  

保胃所ちびっこランド酎稲いしだ層  

261－7541  

261－こき028  

246－221．3  

2〔娼－1二唱81  

283－［娼2S  

2ヒミ6－2け0  

289一TO∈■3  

2∈泊一引9≡・  

栗区上土2－14－40  
嚢区上十て－17－95  
栗区北226－1  
重圧上ナ2－17－5  
駁河区名頁2－2－22  

果河区丁川原2一朗  
魁河区石田3－ほ一52  

起河区み引払巨富」   

裏芸七間町5－t 3亡13  
実直昭恥町自－2 2脂  
重富呉服町2－l－】3騰  
稟区．1】l塩町2【ユー18  

嚢：夏J；近町2－丘・13 2陛  
嚢区兎瑞町l1丁－1 2f芭  
粟互呉服町2 ト9  
憂蟹河区曲芸2一月－3  

親河区八椙4一己－19  
■勃～胃Il∇■正コ』lつ．＿了＿．1止 F畢つ  

蘇迅雷軋㍉   ＼堅・凄■∴  一．・：粛緋、＝∴】  二嘲斯畔軌  屠昏  

半面訂‾「             l紬冨打葵夏 軌冨軋l三丁⊆2トニ   252－フ7‘拍  酎相け一首尊前  丁：8∩ノー19：恥  12（〕  ◎  n 2湖 東撲冨談粟即行11   コ‘15－5〔冶7  鳩－′．潜㈲－了：OC～柑：畔   130  国   
．ヨl長  沼二受払 良8二丁白1日■－3－   28－ 一て24l  酎佃l一卜′好期針了：抑～・19：0ニ   140  啓一   
4上  土  稟払 占庄四丁喜2－1l  2β！－80J姐  産休明け～見学痢  T：3D′イ18ニ00  150  ⊂）   

5臣  町  棄民 ヨ町一丁喜洞   252－6374  崖挿明け～就学前  丁：00′〉19：0〕  101〕  C・   

6鹿  毒  套区 山崎一一丁喜1トl  2丁8－g了21  軌梱lト認学的  丁：3D・－柑：0〇  120  ◎   

咋苛・‡斗  雫匡 も訂∑37   2丁9－0ロlコ2  産l糊l卜見学前  了：3C・リ1B：0＝‘  7ロ  

7  296－03蒔  産休明けん就堂前  了：3D山18：帆  60  ◎   

針慄卜昌パ  肇巨 廟剤l卜＝目封一・1〔  252、5知的  蛋休職卜就学前  T：批叫19：眠  160  ⊂J   

2了8～2：ヨ1丁  産休明lト就学酌  了潮ト柑：OD  130  0   
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他の社会保障制度における情報提供制度の例①（医療）  

【患者が医療情報を得る手段】   

○ 医療機関の行う広告   

○ インターネット等による広報   

※ 医療機関側による任意の情報   

○ 手Ij用者に対する医療機関内の院内  

掲示  

【見直しの視点】   

○ 必要な情報は一律に提供  

○ 情報を集約化  

○ 客観的な情報をわかりやすく提供  

○ 相談・助言機能の充実  

【「一定の情報」の例】※具体的な範囲は、厚生労働省医政局内lこ常設する検討会で検討  

○ 管理・運営・サービス等に関する事項（診療科目、診療日、診療時間、病床数、外国語対応 等）  

○ 提供サービスや医療連携体制に関する事項（専門医〔※広告可能なものに限る〕、保有する設備、   

対応可能な疾患・治療内容、対応可能な在宅医療、セカンドオピニオン対応、地域医療連携体制等）  

○ 医療の実績、結果に関する事項（医療安全対策、院内感染対策、クリテイカルパスの実施、   
診療情報管理体制、情報開示体制、治療結果に関する分析の有無、患者数、平均在院日数 等）   

※死亡率など治療結果情報のアウトカム指標については、今後、データの適切な開示方法等、客観的な  
評価が可能となったものから順次追加予定  

74   



別添  
医   の医   に   

1．管理・運営・サービス等に関する事項  注記   

（1）基本情報  

l  病院の名称  ※正式名称（フリガナ）・英語表記（ローマ字表記）   

2  病院の開設者  

3  病院の管理者  

4  病院の所在地  ※郵便番号・住所（フリガナ）・英語表記   

5  案内用電話番号及びファクシミリ番号  

6  診療科目  ※医療法施行令第3条の2に基づく診療科目名   

7  診療日（診療科目別）  ※表記方法は都道府県の任意   

8  診療時間（診療科目別）  ※表記方法は都道府県の任意   

9  病床種別及び届出・許可病床数  

（2）病院へのアクセス  

10  病院までの主な利用交通手段  ※表記方法は都道府県の任意   

有無  

皿  病院の駐車場  駐車台数  

有料・無料の別  

12  案内用ホームページアドレス  

13  案内用電子メールアドレス  

14  外来受付時間（診療科目別）  ※表記方法は都道府県の任意   

15  予約診療の有無  ※表記方法は都道府県の任意（診療科の別、初診・再診の別、予約用電話番号等）   

16  時間外対応  ※別表   

17  面会の日及び時間帯  

（3）院内サービス等  

18  院内処方の有無  

19  対応することができる外国語の種類  ※表記方法は都道府県の任意   

20  障害者に対するサービス内容  ※別表   

21  車椅子利用者に対するサービス内容  ※別表   

22  受動喫煙を防止するための措置  ※別表   

医療に関する相談窓口の設置の有無  
23  医療に関する相談に対する体制の状況  

相談員の人数  

24  病院内の売店又は食堂の有無  

25  入院食の提供方法  



（4）費用負担等  

26  保険医敵機瀾、公黄負担医療機関及びその他の病院の種類  ※別表   

「特別の療養環境の提供」に係る全病床に占める差簸べッ  
ド数及びその金醸  

「予約に基づく診察」に係る特別の料金の徴収の有無及び  
その金額  

27  選定療養  
「保険医療機関が表示する診療時間以外の時間における  
診察」に係る特別の料金の徴収の有無及びその金額  

「病床数が200以上の病院について受けた初診」に係る特  
別の料金の徴収の有無及びその金額  

「病床数が200以上の病院について受けた再診」に係る特  
別の料金の徴収の有無及びその金額  

28  治験の実施の有無及び契約件数  報告を行う年度の前年度の治験実施に係る契約件数   

29  クレジットカードによる料金の支払いの可否  

30  先進医療の実施の有無及び内容  ※記入式（文字数等の制限可）   

2．提供サービスや医療連携体制に関する事項  

（1）診療内容、提供保健・医療・介護サービス  

31  専門医の種類及び人数  ※別表   

32  保有する施設設備  ※別表   

33  併設している介護施設  ※別表   

34  対応することができる可能な疾患・治療内容  ※別表   

35  対応することができる短期滞在手術  ※別表   

36  専門外来の有無及び内容  ※記入式（文字数等の制限可）   

健康診断実施の有無及び内容   ※記入式（文字数等の制限可）  
37  健康診断、健康相談の実施  

健康相談実施の有無及び内容   ※記入式（文字数等の制限可）   

38  対応することができる予防接種  ※別表   

39  対応することができる在宅医療  ※別表   

40  対応することができる介護サービス  ※別表   

セカンドオピニオンのための診療情報提供の有無  
41  セカンド・オピニオンに関する状況  

セカンド・オピニオンのための診療の有無及び料金  

医療連携体制に対する窓口設置の有無  
42  地域医療連携体制  

地域連携クリテイカルパスの有無  

地域の保健医療サービス又は福祉サービス  
43   を提供する者との連携に対する窓口設置の  
有無  
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3．医療の実績、結果に関する事項  

医療従事者の人数   ※別表  

ヰ4  病院の人員配置  外来患者を担当する医療従事者の人数   ※別表  

入院患者を担当する医療従事者の人数   ※別表   

45  看護師の配置状況  ※一般病床、療養病床、精神病床、感染症病床、結核病床別の看護配置   

医療安全についての相談窓口設置の有無  

48  法令上の義務以外の医療安全対策  
医療安全管理者の配置の有無及び専任又は兼任の別  

安全管理部門の設置の有無及び部門の構成長の職種  

医療事故情報収集等事業への参加の有無  

院内感染対策を行う者の配置の有無及び専任又は兼任の別  

47  法令上の義務以外の院内感染対策  院内感染対策部門の設置の有無及び部門の構成員の職種  

院内での感染症の発症率に関する分析の実施の有無  

48  入院診療計画策定時における院内の連携体制の有無  

オーダノングシステムの導入の有無及び導入状況  

ICDコードの利用の有無  
49  診療情報管理体制  

電子カルテシステムの導入の有無  

診療録管理専任従事者の有無及び人数  

50  什報開示に関する窓口の有無  

臨床病理検討会の有無  
51  症例検討体制  

予後不良症例に関する院内検討体制の有無  

死亡率、再入院率、疾患別・治療行為別の平均在院日数  
等治療縮果に関する分析の有無  

52  治療結果情報  

死亡率、再入院率、疾患別・治療行為別の平均在院日数  
等治療結果に関する分析結果の提供の有無  

病床種別ごとの患者数   前年度の1日平均患者数  

53  患者数  外来患者の数   前年度の1日平均患者数  

在宅患者の数   前年度の1日平均患者数   

54  平均在院日数  前年度の日数   

55  患者満足度調査   
患者満足度調査実施の有無  

患者満足度調査結果の提供の有無  

56  （財）日本医療機能評価掛附こよる認定の有無  



他の社会保障制度における情報提供制度の例②（介護）  

介護サービス情報の公表制度の主旨   



介護サービス情報の公表制度の仕組み  
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介護サービス情報の公表事項① 【報告事項】  

一 事業所又は施設（以下この表において「事業所等」という。）を運営する法人又は法人でない病院、診療所若しくは薬局（以下この   
号において「法人等」という。）に関する事項   

イ 法人等の名称、主たる事務所の所在地及び電話番号その他の連絡先   
口 法人等の代表者の氏名及び職名   

ハ 法人等の設立年月日   

二 法人等が介護サービスを提供し、又は提供しようとする事業所等の所在地を管轄する都道府県の区域内において提供する介護サービス   
ホ その他介護サービスの種類に応じて必要な事項  

二 当該報告に係る介護サービスを提供し、又は提供しようとする事業所等に関する事項   
イ 事業所等の名称、所在地及び電話番号その他の連絡先   
口 介護保険事業所番号   

ハ 事業所等の管理者の氏名及び職名   

二 当該報告に係る事業の開始年月日若しくは開始予定年月日又は指定若しくは許可を受けた年月日（指定又は許可の更新を受けた場合  
にはその直近の年月日）   

ホ 事業所等までの主な利用交通手段   
へ その他介護サービスの種類に応じて必要な事項  
廟 引こおいて：「従業者   

イ 職種別の従業者の数   

口 従業者の勤務形態、労働時間、 業者一人当たりの利用者、入所者又は入院患   

ハ 従業者の当該報告に係る介護サービスの業務に従事した経験年数等  

という∩）に   

ホ その他介護サービスの種類に応じて必要な事項  

四 介護サービスの内容に関する事項   

イ 事業所等の運営に関する方針   
口 当該報告に係る介護サービスの内容等   

ハ 当該報告に係る介護サービスの利用者、入所者又は入院患者への提供実績   

二 利用者等（利用者又はその家族をいう。以下同じ。）、入所者等（入所者又はその家族をいう。以下同じ。）又は入院患者等（入院  
患者又はその家族をいう。以下同じ。）からの苦情に対応する窓口等の状況   

ホ 当該報告に係る介護サービスの提供により賠償すべき事故が発生したときの対応に関する事項   

へ 事業所等の介護サービスの提供内容に関する特色等   

卜 利用者等、入所者等又は入院患者等の意見を把握する体制、第三者による評価の実施状況等   
チ その他介護サービスの種類に応じて必要な事項  

五 当該報告に係る介護サービスを利用するに当たっての利用料等に関する事項  

六 その他都道府県知事が必要と認める事項  
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介護サービス情報の公表事項② 【調査事項】（抄）  

第一 介護サービスの内容に関する事項  

一 介護サービスの提供開始時におlナる利用者等、入所者等又は入院患者等に対する説明及び契約等に当たり、利用者、入所者又は入院  
患者等の権利擁護等のために講じている措置   

ィ 共通事項（（3）については福祉用具貸与、特定福祉用具販売、介護予防福祉用具貸与及び特定介護予防福祉用具販売を、（4）に  
ついては居宅介護支援を除く。）   

護サービスの提供 始時における利用者等、入所者等又は入院患者等に対する説明及頭澗者等、入所者等又は入院患者等の  （1）介 
同意の取得の状 

（2） 利用者等、禰 情報の把握及び課題の分析の実施の状況   
（3）利用者、入所者又は入院患者の状態に応じた当該介護サービスに係る計画の作成及び利用者等、入所者等又は入院患者等の風量  

説明の実施の状況   （4）利用者等、入所者等又は入院患者等に対する利用者、入所者又は入院患者が負担する利用料に関する   
口～二 （略）   

利用者本位の介護サービスの質の確保のために講じている措置  

イ 共通事項  

（1） 認知症の利用者、入所者又は入院患者に対する介護サービスの質の確保のための取組の状況   
（2） 利用者、入所者又は入院患者のプライバシーの保護のための取組の状況  
口～ワ （略）  

三 相談、苦情等の対応のために講じている措置   
共通事項  

相談、苦情等の対応のための取組の状況   

四 介護サービスの内容の評価、改善等のために講じている措置   
イ 共通事項（福祉用具貸与、特定福祉用具販売、介護予防福祉用具貸与及び特定介護予防福祉用具販売を除く。）   
（1）  

サービスの提 握のための取組の状 

（2）  介護サービスに係る計画等の見直しの実施の状況   

口 （略）  

27   



五 介護サービスの質の確保、透明性の確保等のために実施している外部の者等との連携   

イ 共通事項   

（（1）については訪問介護（中略）に限る。）   
（1）  支援書門昌等との連携の状況   

（2）  

（3） 地域包括支援センターとの連携¢状況   
口～ヌ （略）   

第二 介護サービスを提供する事業所又は施設の運営状況に関する事項   

一 連切な事業運営の確保のために講じている措置  

共通事項   

（1） 従業者等に対する従業者等が守るべき倫理、法令等の周知等の実施の状況  
（2） 計画的な事業運営のための取組の状況  
（3）  事業運営の透明性の確保のための取組の状況   

の状況   （4） 介護サービスの提供に当たって改善すべき課題に対する取組   

二 事業運営を行う事業所の運営管理、業務分担、情報の共有等のために講じている措置  

共通事項（（3）については、訪問介護（中略）に限る。）   
（1） 事業所又は施設における役割分担等の明確化のための取組の状況  
（2） 介護サービスの提供のために必要な情報について従業者間で共有する  
（3） 従業者からの相談に対する対応及び従業者に対する指導の実施の状況  
安全管理及び衛生管理のために講じている措置  

ための取組の状5  

共通事項  

安全管理及び衛生管理のための取組の状況   

四 情報の管理、個人情報保護等のために講じている措置  

共通事項  

（1）  個人情報の保護の確保のための取組の状況  
（2） 介護サービスの提供記録の開示の実施の状況   

五 介護サービスの質の確保のために総合的に講じている措置  

共通事項  

（1） 従業者筈の計画的な教育、研修等の実施の状況   

（2） 利用者等、個   
（3） 介護サービスの提供のためのマニュアル等の活用及び見直しの実施の状況   

第三 都道府県知事が必要と認めた事項  

22   



社会福祉事業の評価に関する枠組み  

○社会福祉事業については、社会福祉法により、サービスの質の評価を行うこと等により、良質かつ適切なサー   
ビスを提供する努力義務が課せられている。  

◎ 社会福祉法（昭和26年法律第45号）（抄）  

（福祉サービスの質の向上のための措置等）  

第七十八条 社会福祉事業の経営者は、自らその提供する福祉サービスの質の評価を行うことその他の措置を講ずることにより、常に福祉サービス  
を受ける者の立場に立って良質かつ適切な福祉サービスを提供するよう努めなければならない。  
2 国は、社会福祉事業の経営者が行う福祉サービスの質の向上のための措置を援助するために、福祉サービスの質の公正かつ適切な評価の実施  
に資するための措置を講ずるよう努めなければならない。  
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保育所の自己評価に関する枠組み  

○保育所については、保育所保育指針により、保育の質の向上を図るため、保育所の保育内容等について自   

己評価を行い、その結果を公表する努力義務が課せられている。  

◎ 保育所保育指針（平成20年厚生労働省告示第141号）（抄）  

第四章 保育の計画及び評価  

2．保育の内容の自己評価  

（2）保育所の自己評価   

ア保育所は、保育の質の向上を図るため、保育の計画の展開や保育士等の自己評価結果を踏まえ、当該保育所の保育の内容等について自ら   

価を行い、その結果を公表するよう努めなければならない。   

イ 保育所の自己評価を行うに当たっては、次の事項に留意しなければならない。   

（ア）地域の実情や保育所の実態に即して、適切に評価の観点や項目等を設定し、全職員による共通理解を持って取り組むとともに、評価の結  

果を踏まえ、当該保育所の保育の内容等の改善を図ること。   

（イ）児童福祉施設最低基準第36条の趣旨を踏まえ、保育の内容等の評価に関し、保護者及び地域住民等の意見を聴くことが望ましいこと。  
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「福祉サービス第三者評価事業」の概要  

1． 働・目的   

○ 意義   

事業者の提供するサービスの質を当事者以外の公正・中立な第三者評価機関が専門的かつ客観的な  
立場から評価する事業。  

○ 目的   

個々の事業者が事業運営における問題点を把握し、サービスの質の向上に結びつけること。また、  
福祉サービス第三者評価を受けた結果が公表されることにより、結果として利用者の適切なサービス  
選択に資するための情報となること。  

2価事業 の推進方策   
福祉サービス第三者評価事業の普及・促進を図るため「福祉サービス第三者評価事業に関する  

指針」を発出。  （平成16年5月7日）   
さらにガイドラインを元に、サービス分野別のガイドラインを検討し、順次通知として発出。  

【全国の推進組織】   

全国社会福祉協議会が、評価事業普及協議会t評価基準等委員会を設置し、福祉サービス第三者  

評価事業の推進及び都道府県推進組織に対する支援を行う。  

F者β道府県の推進組織】   

都道府県推進組織が、第三者評価機関認証委員会・第三者評価基準等委員会を設置し、第三者評価  
機関の認証、第三者評価基準の策定、第三者評価基準結果の公表等を行う。  
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「福祉サービス第三者評価事業」の推進体制  

都道府県推進組織  全国社会福祉協講芸  

部遵府県、封選相県社会福祉峻嶺展、艮益法人又  
は茹置府県び適当と認める団体とする  

呈忍従真福祉協議異に評価事巣昌及協議某氏Lf  
評価塾等量委員蓑を詣層  

第三名辞価横間認証委員真  以下の篭輔色素弛  

■．・都道庸偏狂遭組隠こ関するガイドラインIJ〕軍産・資   

財こ関する∴と  

r・．ニノ竃祉サービス巣二者評価相関蒜旺刀イドラ・1ノン≡J：確   

定・更新に関するし二亡  

∴1竃祉サービス第三者評価巫華刀イトラインピ〕策定一  
筆軒に閲丁るこr  

▲∴一馬祉サービス等三者評価総軍肌烏康刀イトライン釣  
野迂・里芋那こ関する∴と  

∴一評価調盛者賛成研暇等モテJL．・刀リヰjつ⊥椚作成・  

草餅モ亡n他評価調査者嚢成研惜に閲す吉∴と  

r■ノ竃祉サービス第三者許魔手零の詮理．野矧こ関する∴   

∴・モロ〕℃竃了止サービス第三菖評価率宥・プ〕花道‡こ慣丁ろ   
．∴－  

競三者評価機閲  

［＿＿竺垂の尋  い第三書評価機関の諾旺  
一∴一幕三者評価事業に関する岩絹等へj刀対軋  

一∴・モの他等三吉評偲手篭の花道  
J  

■l  ＼   

＼． ′′ 醍醐慨 ＼   ■甘姓篭飢 ＼・＼潮に選讃／  事筆報告等   

第三董評価益軍事委員貴  

・∴第三者評価蔓草▲取■LF第三電炉窃爪手法の革定・   

里阿  

り評価調査壱贅戒研位窺り評価調査者織続研隠の   
業馳  

い第三者評価事業に関する偶輯公開見び透見豊栄   

し二・第三者評価絶筆郡上ヒ素等  

福祉サービス事業者  

J偶梅琵供  サ
ー
ビ
う
こ
長
里
 
 

榊 A M N E T・〔、第三者喜判面事業に関する情報の掲載）  

偶搾の利岡  絹掛二り利昭  偶掛n利円  

利  用  者  家  族   



「福祉サービス第三者評価事業」の   

保育所における受審の状況  

受酎年数  丁零7、◆ ニ文王 、  

Hl・7嘲麦   川8旬妻   H19年度   川7年度   H18年度   川9年度   

社鏑  1，766   2，155   3，αは   1．87％   2．24％   3．17％  

うち保誇所   529   650   977   2．3胡も   2．86％   4．28％   

※受容率について、各年10月1日時点儲讃拙（平成19年鹿鮒弔劫8棚）  
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他の社会保障制度における第三者評価の例（介護の一部サービス）  

小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型共同生活介護のサービス評価制度について  
－ビス  

2 タ帽ち 評価の概要  

11）外部評価の意義  
外部評価は、第三者による外部評価の結果と、自己評価の結果を対比し考  
察した上で、外部評価の結果を踏まえて総括的な評価を行う。これによって、  

サービスの質の評価の客観性を高め、サービスの質の改善を図る。   

（2）頻度   

原則、年1回   

（3）評価機関  

公正中立な立場で評価を行うことができる機関として、都道府県が選定した  

法人（自ら評価対象の介護サービスを設置■運営していないこと等が要件）。  

全都道府県に評価機関が設置されており、平成19年12月末現在で295機関。   

第三者としての客観的な立場から外部評価を行うことができる者であって、評  

価機関が実施する所定の研修（講義3日、実習1日）を修了した者。  

（1）サービス評価の義務づけ  

小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型共同生活介護については   

指定基準上、自己評価及び外部評価が義務づけられている。  
（℃ 自己評価  

少なくとも年に1回は、都道府県の定める基準に基づいて、自ら  

サービスの  

質の評価【自己評価】を行い、その結果を公開する。初回の自己評  

価は、  

開設後、概ね6月以上経過後に実施する。   
虐）外部評価   

自己評価と同様に少なくとも年に1回は、各都道府県が選定した評価   

機関が実施するサービス評価【外部評価】を受けその結果を公開する。   

（参考）指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準  
（平成18年厚生労働省令第34号）  

（第72条第2項）指定小規模多機能型居宅介護事業者は、自らその提供する指定小規模  
多機能型居宅介護の質の評価を行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて、常に  
その改善を図らなければならない。  

（第97条第7項）指定認知症対応型共同生活介護事業者は、自らその提供する指定認知  
症対応型共同生活介護の質の評価を行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて、  

常にその改善を図らなければならない。   

（2）評価結果の公表   

自己評価及び外部評価の結果について、事業所の組織、建物、利用料、  

利用者数等とともに公表する。  

（評価結果の公表方法）  

・利用申し込みの際の重要事項説明書に添付  

・事業所内での掲示  

・入居者家族への送付  

・市町村への提出  
・運営推進会議での説明  

・インターネット（WAMNET）による公開  

理念の共有／地域との支えあい／理念を実践するための制度の理解  

と活用  

／理念を実践するための体制／人材の育成と支援  

／相談から利用に至るまでの関係づくりとその対応  

／新たな関係づくりとこれまでの関係継続への支援／一人ひとりの把  

握  

／本人がより良く暮らし続けるための介護計画の作成と見直し  

／多機能性を活かした柔軟な支援  

／本人がより良く暮らし続けるための地域資源との協働  

／その人らしい暮らしの支援／その人らしい暮らしを支える生活環境  

づくり  

28   



び認知症対応型共同生活介護のサービス評価の流れ  小規模多機能型居宅介護及  

事業所  外静絆価機関帝  

［＝面コ   

l  慈果・曲事暮煙   

の擾應  
自己評価  

前
公
表
日
よ
リ
ー
年
以
内
に
実
施
 
 

外部評価の実施  

外部辞儀蔦果の滞り合わせ洞意・確定）  

自己評価・外敵絆  

給果の公儀  
（刷NET）  

価給黒の公儀  
（事纂静内・市町有  

色括センサー嘗）  

華都道府県が選定  

韓 評価の頻度．前評価掴よリ1年以内に実施及び公表  

；新規開設の場合、開設後概ね8ケ月を経過した時点  

で自己評価を実施し、その後外部評価を実施）  
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検討の視点  

○ 市町村においては、法で義務付けられている地域の子育て支援事業に関する情報提供の取組として、広報、   

パンフレット、ホームページ、マップ作成等に取り組んでいるが、乳児全戸家庭訪問事業や乳幼児健診、母親  

学級等の機会や、地域子育て支援拠点事業等を通じ、す瑚  

援の取組が概観できる解りやずい情報が着実に提供される取組を一層促していくことが重要ではないか。  

○また、その上で、子育て中の家庭が、地域の各種子育て支援事業に関する情報を、必要な時に、容易に入手  

できる環境整備について、子育て支援のコーディネートの仕組みの検討と併せ、進めていくべきではないか。  

○利用者のより良い選択、情報の公表を通じたサービスの質の確保・向上等に向け、  

身による情報公表の仕組み  

・公的主体が 事業者からの情報を集約し、一括して客観的lこ解りやすく情報提供する仕組み  

の制度的な位置付けや内容をどう考えるか。   

＜制度として検討すべき内容＞  

※ 他の社会保障制度の例では、  

医療においては、事業者自身による公表に加え、事業者からの報告に基づき都道府県が情報を集約しインター  
ネット等により情報提供  

介護においては、事業者自身による公表に加え、事業者からの報告に基づき都道府県（又は指定情報公表セン   
ター）が情報を集約（一定の情報については都道府県（又は指定調査機関）が調査）し、インターネット等に  
より情報提供  

※ また、対応可能なサービスの詳細（医療）や、従事者の勤務形態・労働時間や業務経験年数、サービスの質の  
確保のための取組や、従業者に対する計画的な研修等の実施状況（介護）など、サービス内容や質の向上に  
幅広い内容について、情報提供の対象としている。  
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○第三者評価については、個々の事業者が、サービス提供における問題点を把握し、質の向上を図っていくため   

に重要な仕組みであり、また、評価結果の公表等により、利用者の適切なサービス選択に資するものとしても、一   

層の充実を図ることが望まれるが、保育所における第三者評価のあり方、受審の促進方策についてどう考えるか。   

※ 他の社会保障制度の例では、医療・介護全般は特段、第三者評価の義務付けはなされていないが、認知症対応型共同  

生活介護（グループホーム）及び小規模多機能型居宅介護（いずれも認知症の要介護者を対象）については自己評価・  

外部評価が義務づけられている。   

※ また、医療・介護では、情報提供（情報公表）が義務づけられる項目の一つとして、第三者評価の受審の有無が  

位置づけられている。  

3丁  
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第4回次世代育成支援のた  
めの新たな制度体系の設計  
に関する保育事業者検討会  資料4  

平成20年11月17日   

これまでの議論の項目と  

保育サービス全体について   



少子化対策特別部会における  

保育サービスの提供の新しい仕組みに関するこれまでの議論について  

（議論の項目）  

《検討に際しての前提》  

○すべての子どもの健やかな育ちの支援（所得等によぅて発達保障が左右されない仕組み）  

○保護者の利便性等の視点だけでなく、子どもの健全な発達保障の視点  

○ 保育サービスの提供者と保護者の関係の相互性  

○・地域の保育機能の維持・向上の必要性  

○ 保育サービスの地域性  

○ 新しい仕組みの導入には、「量」の保障と「財源の確保」が不可欠  

ニj、＝扇   



1制度改革の検討が必要となっている背景について（議論の項目）  

○女性の就業率上昇や働き方の多様化等の変化への対応の必要性   

○就労支援の役割に対する期待の高まり、多くの家庭が利用するサービスとなってきたことへの対応の必要性   

○ 保育サービスの利用保障や公的責任の強化の必要性   

○働き方の多様化等を踏まえ利用者視点にたった仕組みとする必要性、選択性の向上   

○ 保育所と利用者が向き合いながら、質の向上を促す仕組みの要請  

○ すべての子育て家庭への支援の必要性  

○ 地域の保育機能維持の必要性   

○ 多額の公費投入を受ける制度としての透明性・客観性・効率性・公的役割の明確化の要請  

○ その他  
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（参考）  

～『「子どもと家族を応援する日本」重点戦略』における議論～  こうした議論の出発点   

急速な少子化の背景   

一国民が希望する結婚・出産・子育てが実現できないでし滝現状   

とりわけ女性にとって、「就労」と「出産十手育て」が二者択Tにならている状況   

… この状況が続けば、国民が希望を持つことさえ難しくなるおそれ 

⊥  

子育ての困難さの解消を図り、すべての子どもの健せかな 

⊥  

「働き方の改革による仕事と生活の諦和の稟軌と「仕事と子育ての両軒家庭の子育てを包括的に支援す  

るサービス基盤の構築」の2つを「車の両輪」として進める必要  

子どもと親を取り巻く社会環境が大きく変化した今日において、子香華支援サービ如沖核を担う  

現在の保育制度が、国民にとって欠かせないサービスとして、社会環境の変化に十分に対応した  

機能を果たせるようにするための見直しが必要。   
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2 保育サービスの必要性の判断基準（議論の項目）  

○ 女性の労働市場参加の進展、働き方の多様化等、近年の諸課題への対応  

・就労時間帯を問わない保障の方向性   

一 就労量に応じた保障の方向性  

・求職中の取扱い  

○ 利用者の必要量に応じたサービス量の認定の仕組みの必要性・庚摩すべき上層量  

凋方  

○ 専業主婦を含めたすべての子育て家庭への支援の必要性と内容  

○ 国による最低限保障されるべき範囲の明確化と、その上での地域の実情に応じた対応を可能とする仕組み  

・地域の供給基盤に応じて判断基準を決められる現行の仕組みの課題  

・母子家庭・父子家庭・虐待ケースなど特に保障の必要性の高い子どもの利用保障  

○ 必要性が高い子どもの利用確保のための仕組み（事業者による選別が起こらない仕組み）  

○ その他  
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利用方式のあり方を中心とする保育サービスの提供の仕組みについて（議論の項目）  3   

○現行の市町村の保育実施義務の例外規定の課題、サービス・給付の保障の強化の仕組み   

○必要性が高い子どもの利用確保のための仕組み（事業者による選別が起こらない仕組み）（再掲）   

○ サービスの必要性・必要量の判断と受入保育所の決定が一体的に実施されている現行の仕組みの課題  

○ サービス提供基盤の整備責任の明確化  

○ 認可基準など一定の基準によるサービスの質の確保の仕組みの必要性  

○ 保育所と利用者の当事者間でサービスの向上等に取組むことを促す仕組み  

○ 利用者の手続負担や保育所の事務負担に対する配慮  

○ 所得にかかわりなく一定の質の保育サービスを保障するための公定価格の必要性  

○ 潜村費の＿支逝い方式  

（つ 棚者磨超の 

○ その他  
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4 多様な提供主体の参入について（議論の項目）  

○ 保育所認可に裁量性が認められ、基盤整備に抑制的働くことの課題  

○ 必要な客観基準を満たしたサービスを給付対象とすることについて  

○彪虜の原音膨彪磨某紙放めの凝者   

○ 株式会社・NPO法人等に対する初期投資費用（施設整備費用）に係る課題  

○ 運営費の使途範囲制限、会計基準の適用に係る課題  

芳を題船体の参スや量の鹿本劇友秀に腰軋丁の僅／の密度■舶監  

○ その他  
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5保育サービスの質（1）（議論の項目）  

○保育内容や保育環境等についての科学的・実証的な調査・研究により継続的な検証を行っていく仕組みの構築  

○最低限の保育の質を保障しつつ、地方公共団体やサービス提供者の創意工夫等が発揮しやすい最低基準のあり方  

○ 保育所職員の配置基準のあり方  

○ 保育士の養成・研修のあり方  

○ 保育士の労働条件の整備・改善  

○ 都道府県の指導監督や第三者評価のあり方  

○ その他  



6保育サービスの質（2）（認可外保育施設の質の向上）（議論の項目）  

○ 認可外保育施設の認可基準到達に向けた質の向上の支援強化   

○待機児童が解消できていない中での、認可保育所の入所の可否による質の保障・公費投入の公平性の課題   

○ 認可保育所で対応しづらい夜間保育など多様なニーズヘ対応するサービスとしての位置付け・質の確保  

○ 待機児童の多い都市部に着目した面積基準・保育士資格要件の緩和の問題点  

○ 定員要件のあり方（小規模なサービス形態）  

○ 保育士資格要件の必要性  

○ 認可外保育施設の保育従事者についての業務に従事しながらの資格取得を含めた質の向上  

○ 認可化移行やサービス量拡充を進めたとしてもなお、給付対象サービスのみでは、需要を満たし得ない地域の取扱い  

○ その他  
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7 すべての子育て家庭に対する支援の仕組みについて（議論の項目）  

○ 現行制度では市町村の努力義務にとどまっている各種子育て支援事業の制度上の位置付けの強化  

○ 一時預かりの保障の充実（とりわけ3才未満児）や、市町村の実施責任の位置付け、サービス利用（提供）方式、給付（補助）方式、   

財政的支援の仕組みのあり方  

○ 乳児家庭全戸訪問事業・養育支援家庭訪問事業・地域子育て支援拠点事業の取組の促進方策  

○ その他多様な子育て支援事業についての財政支援のあり方  

○ 各種子育て支援事業の量の拡充に向けた担い手の育成、質の向上に向けた研修やバックアップ支援の取組の強化方策  

○ 親の子育てを支援するコーディネータ的機能に関する仕組み  

○ 地域全体がかかわっていけるような子育て支援、子育て支援関係者のネットワーク化、親自身がやがて支援者に回れるような  

循環を生み出せる地域の構築といった取組の強化方策   



保育サービスの全体像  
時間軸：（早朝）  

例）9：  

保育   
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多様な保育の取組の現状  

《19年度実績》  《事 業 内 容》  《地域における箇所数》  《事 業 名》  

日中就労等している保護者に代わって、保  
育に欠ける乳幼児を保育する施設（原則とし  

て、開所時間11時間、保育時間8時間、開所  
日数約300日）  

保育所数：22，909箇所  

利用児童数：202万人  
（平成20年4月1日現在）   

◆1小学校区当たり1．03か所  認可保育所  

11時間の開所時間を超えて保育を行う  

事業  

15，076箇所  
（平成19年度交付決定ベース）  

◆ 認可保育所の65．8％  延長保育事業  

◆ 認可保育所の3．8％  

◆1市区町村当たり0．48か所  
875箇所  

（平成19年度交付決定ベース）  

日曜t祝日等の保育を行う事業  

（※年間を通じて開所する保育所が実施）  
休日保育事業  

◆ 認可保育所の0．32％  

◆1市区町村当たり0．04か所  
22時頃までの夜間保育を行う事業  

（※開所時間は概ね11時間）  

74か所  

（平成20年3月31日現在）  
夜間保育事業  

◆ 認可保育所の4．0％  

◆1市区町村当たり0．51か所  
週2～3日程度又は午前か午後のみ、必  

要に応じて柔軟に保育を行う事業  

927か所  
（H19年度交付決定ベース）  

特定保育事業  

《病児対応型》病院・保育所等の付設の専用スペースで、看護師  
等が地域の病児を一時的に預かる事業  

《病後児対応型》病院・保育所等の付設の専用スペースで、地域の  
病後児を一時的に預かる事業  

《体調不良児型》保育所において、体現不良となった児童を一時的  
に預かる事業  

◆ 認可保育所利用児童2，714人当たり1か所  

◆1市区町村当たり0．41か所  
745箇所  

（H19年度交付決定ベース）  

病児・病後児  
保 育 事 業  

保育に欠ける乳幼児について、保育士又は・  
看護師の資格を有する家庭的保育者の居宅  

等において、保育所と連携しながら、少数の  
主に3歳未満児を保育するもの  

家庭的保育者数：99人   

利用児童数：331人  
（H19年度交付決定ベース）  

家庭的保育  
事  業  

◆1市区町村当たり家庭的保育者0．05人  

注‥市区町村の総数は1，827（平成19年4月1日現在）。小学校区としての国公立小学校数は22，270（文部科学省「平成20年度学校基本調査（速報）」（平成20年5月1日現在）。   
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検討の視点  

◆ 延長保育関係  

○仮に、就労時間帯を問わず就労量に応じた利用を保障する場合、利用者の必要量に応じて保障する  
る仕組みが必要ではないか。  

また、長時間労働など働き方の見直しも同時に進められるべきであることも踏まえ、  

ついてどのように考えるべきか。佃  

障すべき上限量を超えた利用について、働き方の見直しが進められるべきである一方で、矧こやむを得ず   ○ 保   

時間労働せざるを得ない親がいることも踏まえ、どう考えるか。（完全に全額利用者負担であるべきか、保障   
すべき上限量の範囲内よりも、利用者負担の割合を高めた上で、一定の支援を行うべきか等。）  

◆ 休日保育・夜間保育・特定保育関係  

○ 現行制度は、開所日数（日曜■祝日以外の週6日）・開所時間（11時間）に着目して保育サービスを区分し、   

これらの通常の開所日数・開所時間では対応できない特別の需要として、休日保育や夜間保育等を位置付   
けた上で、  

・市町村自らこれら事業を実施した場合   

又は、  

・市町村が認可保育所における事業実施を助成した場合   

を国庫補助の対象とし、市町村による実施又は助成の判断を経て、保護者にサービスが利用される仕組み   

となっているが、今後、就労時間帯を問わず就労量に応じた利用を保障し、利用者の必要量に応じて保障す   

るサービス量を認定する仕組みとすることにより、連続的にサービス保障しやすい仕組みとなるのではないか。  
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◆ 休日保育・夜間保育・特定保育関係（続き）  

○ 一方で、休日保育や夜間保育は、利用者が限られ需要が分散しているため、市町村に対する計画的な  

併せて検討する必要があるのではないか。  

◆ 病児・病後児保育関係  

○病児・病後児保育については、200万人を超えるすべての保育所利用児童に利用可能性があるサービスで   
あるにもかかわらず、実施箇所数が著しく少ない。働き方の見直しにより、子の看護のために仕事を休む   
ことが当たり前にできる社会を目指すべきt方で、現に欠勤することが困難な状況にある親もおり、その   

施箇所数の拡充は不可欠な課題であるが、安定した利用が見込める他サービスと異なり、利用者数の  
変動が大きく 、運営が安定し難い特質を持っている。  

こうした特質も踏まえ、実績を評価しつつ安定的運営も配慮した補助のあり方や促進方策をどう考えるか。  

※社会保障国民会議第3分科会中間とりまとめ（平成20年6月）別紙（抜粋）  

解決の方向性  

○ 国一地方を通じた必要な財源を確保し、サービスの質・量の抜本的拡充を図る。  
○ 体調不良児への対応等の充実を図るため、看護師等の専門的職員の確保、   
実績も評価した補助に努める。  
○ ファミリーサポートセンターと緊急サポートネットワーク事業の機能を見直し緊   

急サポート機能を拡充。  
○ 使いやすい看護休暇制度の検討。   

○ 病児・病後児保育サービスが不足している。  

○ 看護休暇を取ることが難しい。  
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参考資料  
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延長保育事業  

11時間の開所時間を超えて保育を行う事業  

（卦実施状況  

・実施箇所数：15，076箇所（H19年度交付決定ベース）   
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休日・夜間保育事業  
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特定保育事業  

l   ！］）概要ゝ一丁∵，。P㍗，H｛叶⊂，，．，，づノⅥ，，＞1W．、‘，．几叫mJひ■，抑…、F′。r㌣∴。ノ、∵．1、「′．．了。＝ト1．，。イ、ごい．いツ。．．サ＿亡′上ゴ、．－鍋．n、マ．．。．，“ごJ、M√，，。W汀脚－シ中サL、．r．‘州）］  
口）サービス・給付内容  

週2～3日程度又は午前か午後のみ、必要に応じて柔軟に保育サービスを提供する事業  

虐）実施状況  

《実施箇所数》927箇所（H19年度交付決定ベース）  
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家庭的保育事業  

保育に欠ける乳幼児について、保育士又は看護師の資格を有する家庭的保育者の居宅等において、保育所と連携しながら、少  
数の主に3歳未満児を保育するもの（※今回の児童福祉法等改正により、市町村を実施主体とするとともに、保育士又は看護師以  
外の者も担い手となり得るようにする方向で検討中）。   

（卦実施状況  

《実施箇所数》 家庭的保育者数：99人（H19年度交付決定ベース）  

《利用者数》 利用児童数：331人（H19年度交付決定ベース）※H20年度予算で利用児童数を2，500人へ拡大  
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病児・病後児保育事業  
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（5）サービス利用の仕組み   

《病児対応型》《病後児対応型》 保育サービス（認可外保育施設も含む）を利用中の児童等   

《体調不良児型》 当該保育所の児童  
（卦サービス利用の流れ  

医療機関以外の実施施設の場合は、保護者が病児の症状、処方内容等を記載した連絡票（診察した医師が入院不要である旨  
を署名したもの）により、病児の状態を確認した上で、受入れを決定。  
③ 利用料  

特に定められていない。（※各市町村において設定。）  
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